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東ドイツにおける

反ファッショ・民主主義的教育改革 (1945-1946)

小出達夫

Die antifaschistIsch-demokratische Schulreform in der sowjetischen 
Besatzungszone Deutschlands 1945"，-， 1946 

Tatsuo KOIDE 
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1945年より始る東ドイツ地区(ソヴェト占領地区)の反ファッショ・民主主義教育改革は，

いろいろな意味で日本の戦後教育改革の分析視点を与えてくれる。もちろん単純な対比を問題

としようとするのではない。日本の戦後教育改革の性格，その到達レベルの評価，改革の成果

と欠陥を国際的視野の中で再検討し，すでに日本の教育史のなかで一時期を闘している点領期

日本の教育改革の歴史的性格づけを切らかにすることを展望して，この小論を試みた。東ドイ

ツ地区を対象としたのは，それが反ファシズム・民主主義革命という，その意味では日本の当

時の課題と共通した課題を有していたからであり，他方また東ドイツ地区がソ連邦の占領下に

おかれたという事実の分析が，逆にアメリカの対日占領支配の性格を明らかにする作業の一部

を構成するからでもある。小論の課題は，以上のことを展望しつつ， 1945~46 年の東ドイツ地

区における皮ファッショ・民主主義的教育改革の開始に限定し，そこでの教育改革の事実を明

らかにせんとするものである。

1945~46 年の東ドイツ地区における皮ブアッショ・民主主義的教育改革は， 1949年まで

の反ファッショ・民主主義革命の一部をなし，その開始の時期に相当し，この拐に改革の基本

方向とその主体的条件が形成される。 とはいえ，重要な点は，この期の教育改革の基本理念・
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改革構想は，それ以前における反ファシズムの抵抗闘争の過程のなかで形成されてきている，

ということであり，なかんずくドイツ共産党 (KPD)の綱領(教育綱領を含めて)の形成過程を

ぬきにしては論ずることができないということである。ナチスによるドイツ人民の弾圧史は，

他方で反ファシズム・民主主義の戦後改卒構想の形成史であり，ファシズム打儲後の教育政策

の形成史でもあったからにほかならない。

したがって，本論の第1章では1945年以前のKPDの教育政策・教育綱領の分析を主要な

課題とする。そのi祭， 1935年をさかいとする二つの時期ーワイマール共和制の時期および皮

ファッショ人民戦線の形成を基本路線とする時期ーにわけて検討する。それはいうまでもなく

1935年のコミンテルン第7回大会とそれにつくのKPDフソレュッセル党会議が， KPDの綱領路

線に一大転換をもたらしているからである。第2章では， 1945年から始る反ファッショ・民主

主義的教育改革がし、かなる基本構想とし、かなる主体的条件を整備，形成する中で推進されたの

か，について明らかにする。

第1寧 ワイマー)!.共和君事j期・ナチス独裁下の

ドイツ共産党 (KPD)の教育政策・教育綱領

第1節 ワイマー，!.共和制期におげる KPDの教育綱領

1. ドイツ共産青年同盟の前身である自治社会主義青年 (FreieSozialistische Jugend 1918・

10結成)は， 1919年にKPDが関与した最初の体系的な学校織領(案)を作成した。 この綱領

案は11月革命の影響を底綾反映しており， プP レタすア革命・プロレタリア独裁への直接移

行を前提として作成された社会主義的学校締領 (Schulprogramm)である九

「ここに提起する綱領は， 資本主義的階級学校を排除し， それを社会主義的生産のための教育で

おきかえようとしているが故に，この綱領は労働者階級による権力の学探ののちに，またプ口レタザ

アートの独裁の達成ののちにはじめて実施されうるものである。プロレタりアートの階級悶争の最も

鋭い形態であるこの独裁の時期においては，学校もまたこの翻争の武器にならなければし、けない。j

(綱領Iの10)

綱領は，教育および教育の社会的編成に関する基本原則(綱領の 1)，学校体系の構造と各

学校踏梯の目的(鱗領の II~V)，学校管理・運営の組織ならびに教育行政機構 (VI)，校外教育

(VII)，プロレタリア独裁の樹立直後の移行措置 (VIII)，などから成り立っている。基本原則が

最も重視している点は，労働および生産と教育の結合であり， したがって学校体系もこの隊員5
によって構想されている。教育管理・行政機構についていえば，この綱領が予定している国家

形態は労働者協議会 (Arbeiterrat)を基礎とするソヴェト型のそれであり， したがって，教育

行政・学校管理も労働者協議会を中心とし地域・学校・企業主幹伎に教員協議会 (Lehrerrat)，

生徒協議会 (Schulerrat)，学校協議会 (Schulrat)，職業協議会 (Berufsrat)，父母代表 (Vertre-

tung der Eltern)などの諸組織がおかれ， これらが学校単位では Schulratを中心に，また地

域単位では労撤者協議会の教育課 (Bildungsabteiltmg)を中心に協働して (zusammenarbeiten) 

学校管理・還営に当たることとされている。更に，教師協議会・生徒協議会・職業協議会は，

下から上へと代表を選出し，全閤的レベルで、中央協議会を組織し，その代表が教育人民委員会

(Bildungskommissariat)に参加するとし、う，民主集中耕の行政組織が構想されている。

以上の如く明らかに社会主義的綱領を自覚して警かれている部分とは別に，この綱領案に
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は，プ口レタリア独裁の樹立後に実現さるべき課題がもられている。そこには，男女別学の廃

止，私学の閉鎖，宗教授業の禁止，教育の無償制などの課題があげられている。しかし，これ

らの諸原則はあきらかにブ、ルジョア民主主義的教育原則であり，プロレタリア独裁と直接結び

つけなければならないものではない。げんに 11月革命の過程で， いくつかの都市寸Hでは労

兵協議会が権力を掌握し，教育改革にも着手した。その内容のほとんどはブルジ zア民主主義

的改革であり，宗教授業・教義関答の廃止や宗教授業への参加の自由などの学校と教会の分離

の原則(ストゥットカ。ル人ハムフソレグ，ザクセン)，私学・宗派学校・予備学校の廃止や一般

国民学校の設置などを含む統一学校制度の確立(ストゥットガルト，ハムフールグ，バイエルン，

ザクセン)，学校行政機関内の君主主義的官吏の追放，教育委員会の設蜜，教師・父母協議会の設

学校自治の保証などの如き教育行政・学校管理の民主化要求(ストゥットガノレト，プレーメ

ン，ザクセン，ハムフソレグ)，教脊無償制の実現(サ、クセン，ハムアツレグ)，などがみられる12)。こ

れらの事実は， 11月革命が教育分野からみてもプルジョア民主主義革命であったことを示すも

のといえる。また革命の推進主体である労兵協議会の構成をみたばあい，それが統一戦線とし

ての性格を有していたとし、う積極的要素をもちつつも，社会主義革命への即時移行とし、う主体

的条件には欠けていたといわざるをえない。 とくに， 11月革命の敗北と 1919年はじめの国民

議会の選挙の結果は，プ口レタリア独裁への移行の可能性がないことを示していた。しかも，

19年以降は上述の民主的教育改革の成果すら奪われようとしていた。 このような事態が明ら

かになりつつあったこの時期に，この教育綱領がブ守ルジョア民主主義的教育改革課題の実現を

プロレタリア独裁と結びつけていたのは誤りであった。むしろ，すでに明確となっていたブ、ル

ジョア議会制への移行のなかで， 11月革命の成果をし、かにまもり，定着し，発燥させるかが関

われなければならなかったのであるへ

2. 1920年 12月に，独立社会民主党左派と KPD(スパルタクス間)との合同が成立しドイツ

合同共産党が生まれた。大会では学校綱領は提案されなかったが，教育政策の基本を示す文書

として父母協議会における活動指針」が提案されたへそこでは，社会主義学校への最終的

変革はプロレタリア独裁後に実現する，という基本方針が確認されている。同時に当簡の具体

的課題として，プロレタリア父母協議会による学校民主化闘争が提起された。大会ではこれに

対する異論が出され，むしろ「全扇的で共産主義的な学校綱領Jを対置すべきであるとする反

論があったが，クララ・ツェトキンらの指導によりこの反対案はしりぞけられた5)。これらの主

張の柏違は，プロレタリア独裁かそれとも統 a戦線の形成かとし、う路線上の相違を想起させる

し 「最大限綱領J(社会主義革命)と民主化闘争との関連に関する基本路線が，党内でたえず

論争の対象となる当時の党内情勢を想起させる。このような路線上の論争はワイマール期の

KPDにとって不可避であったが， 1920年のカップー挟との関争，両党の合同への過程の中で，

KPD(スパルタグス団)がもっとも努力してきたのは， 党内のセトク主義の克服であり， 労働

者階級の統一への努力であった。 プロレタリア独裁やレーテ共和国(ソヴェトドイツ)の樹立

を当面の直接課題とするのではなく，政治的自由の拡大をはかりつつ，労働者協議会の再建を

含め労働者の組織強化・統一言ど実現することを当額の主要諜題とする方針が明確にされてき

た。この合同大会で上述の「指針」が提起され，他方で‘共産主義的学校綱領の提超が否定され

たのもこのような事態の発展に関連しているといえようへ上記「活動指針」はし寸。

「なるほど， 社会主義的な統一・労働・共何学校への絞終的変革は， プロレタリアートによる政

治権力の掌鑓を前提とする。しかし，この変革をめざす闘争は今日においてもすでに学校内で実施さ
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れなければならない。」
「学校をめぐる関争は，プロレタザアの父母協議会および学校内部における生徒協議会によりに
なわれなければならない。学校官僚の独裁を打破し，……教授プラン，授業方法，学校の事柄に関す
る取り扱いについてコントローノレを獲得することが重要となっている。プロレタザアートの父母協議
会，生徒協議会は，フソレジョア的学校立法，学校行政に対する一歩一歩のねばり強い溺争において，
また社会主義的教部やプ口レタリアートの他の諸組織と協働して，国民学校を反革命の訓練主主設から
革命的関士ならびに共産主義の建設のための有能な勤労者の育成の場に変革していかなければなら
ない。j
「なかんずく父母協議会は，授業を参鋭し，教材の選択・教授プランの作成，学校規律の問題，
教師の採用・解任などの際において，共同決定の権利を飼いとらねばならない。J
「法的に公認されている父母協議会内部では， ブルジョア当局よりひかれた狭い枠を突破するこ

と一一父母協議会の権限をねばり強く拡大し，それをブルジョア的学校官僚の補助機関から革命的プ

口レタリアートの闘争機関にするためにーーがプロレタリアートの父母の課題である。j

これらの叙述からわかるとおり，ここにはプロレタリアートを中核としての統一戦線組織

の形成への志向がみられる。また，ここに掲げている要求は，一部の叙述をのぞくと学校立

法，学校行政，学校管渓運営などへの父母の民主的規制，参加を求めるものであり，それ自体

としては決して社会主義的要求ではない。また父母協議会を革命的プロレタリアートの闘争機

関にするとし、う要求は，労働者協議会の強化をはかりそれを中核として労働戦線の拡大，統一

を実現せんとする当時の基本諜題の帰結であり，これを媒介として学校への労働者の影響力を

確保することは，それ自体民主主義的要求である。たしかにここには，教師との共向闘争を社

会主義的教師に限定し教員組合との関採については触れられていないという視野の狭さがあ

るし，プロレタリア諸組織との協働といっても社会民主党との関係主どどうするかとし寸重要な

課題に対する展望が与えられていない。これらの欠酪を含みつつも，この「指針」が民主的諸

課題を挺起している点は一歩前進であるといってよい。

むしろ問題は，このような諜題を提起しつつ他方で，これらの諸課題が「ブルジョア的国

家の内部では実現されえなし、Jとする情勢判断が同じこの「指針」のなかにみられる点であ

るo ここにはいまだ民主主義的変革，民主主義的運動の独自の意義を十分に認めえない弱さが

ある。一方で民主主義的課題を提起しながら，その実現のプロセスを明確にしえないままフソレ

ジョア国家の枠内でそれを不可能であるとするのでは，それは容易にプロレタリア独裁に誼結

する危険性をもっし，セクト主義的傾向を助長することとなる。この「指針Jは前進した側面

をもちつつ，かかる欠陥をもったものといえる。

3. 1925年帝国議会に， ワイマール憲法146条の施行法である帝国学校法案が上復された。

KPD国会議員団はこれに反対し， 対案として「プ口レタリア学校綱領J(針。1ξtarisches

Schulprogramm)を提出した。 しかし， この学校綱領は社会主義的学校綱領として作成され

たものであり， その;意義は前文に触れてあるように r革命的要求を示威的に高くかかげるJ
ことにおかれ，帝思議会は fこの提案の項筏ひとつといえども実現できないことは明らかであ

るj として，最初から当蘭の行動縞領としての性格をもたせていなかった。この学校綱領は，

ワイマーノレ期のKPDの学校網僚の代表的なもののひとつであり，かつ1929年にはほとんど条

文上の修正なしにプ戸イセン州議会にKPDにより再提起されるので， その大要をここに掲げ

る。(なお，ここに掲載するのはプロイセン州議会に提出されたものによる。)1)

「プロイセン政府にしても， 又協議会にしても， この提案の項目のひとつといえども突演できな

いことは妨らかである。それ故，この提案は議会においても革命的要求を示露史的に高くかかげること
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の意義しかもたなし、。各労働者にとってそれは，焦沼の学校問題に方向づけを与えるものであり，大
衆のなかでの宣伝活動に基礎を与えるものである。」

f全学校制度の変革は，以下の観点にたって実施されること。

1.プロイセン在住の全青少年は，幼稚関より生産大学に主主るまで，国家による身体的・精神的教育
(Ausbildung)に対し，権利を有する。
2.従来の階級的・身分的学校は， 勤労人民の1ft俗的・統一的労働(生産)学校にかわる。学校制度

は全国的に統一的に定められる。あらゆる私学は禁止される。国は行政機能の一部を自治体に委譲

する。
3.学校は4段階に分かれる。それは， Spielschule， Produktions心rundschule，Produktions-

Fachshule， Produktions寸-Iochschuleである。最初の3段階はすべての子どもの義務である。

4.生徒の物的生計，学校の維持，教材の供給などは国家により保修される。

5.生徒・教師・学校ホーム (Schulheim)の職員は，学校共肉体 (Schulgemeinde)を形成する。

それは，その内部的事項を自治的に規律する。児玄はその年総に応じつつより一層自治に参加する。

6.信仰，国籍，性による子どもの分離は認めない。複数言語の使用地区では，雨方の言語教育への

権利をもっ。
7.学校と教会の完全な分離，学校での宗教教授の禁止，大学の神学部の廃止。

8.全ての授業・1iJ1I育の役界観的・社会学的基礎はマノレタス主義である。 7ノレタス主義的生産科・社

会科はすべての学校，教員養成の授業対象である。学校は，プロレタリアートの階級諸組織と密接に

結合し，労働者階級の経済的・政治的・文化的闘争， 1援しに積極的協心をはらう。
9.あらゆる体罰，機械的誤作業，歳残りは禁止する。

10.すべての授業，共同の行事・実習は公開とする。学校の恒常的・地域的駁督は，勤労人民の組織
により設霞された地域学校協議会による。

11.すべて爽践的・理論的1iJ1I予言の基礎は，社会化された主主E主である。初等段階には，作業場，小規模
農業経営が編入される。中高等段階は，国営・公営の大会業・国営農場と結合される。
12-15. (罰各)J

さて，この学校綱領の性格はいかなるものか。 8および11に示されている如き項目は，明

らかに社会主義的学校綱領を自覚したものといえる。しかし他方，その他の項目に示されてい

るところの統一学校制度，教会と学校の分離，無償制，性・国籍による差別の禁止，授業の公

開性，学校経営・監督への父母の参加，母国語による授業などは，近代市民革命期以降の課題

であり，ブルジョア民主主義革命が課題としている内容である。にも拘わらずこれらの要求項

目をも含めて「提案の項目ひとつといえども実現されえなし、j としているところに，路線上の

混乱がみられる。ニつの性格の異った課題をし、かなる社会変革の過程のなかで解決していくか

についての展望がこの綱領ではいまだ示されていない。

ところで1924年から 25年当時， KPDは路線上の重大な偏向をみせていた。第9回大会

(1924. 4)でその執行部は様左的， セクト的幹部が占めるところとなった。 11月革命の散北と

その後の推移は， ドイツにおけるプロレタリア独裁への直接移行は不可能であることを実証し

ていた。それ故，その後のKPDの主要課題は，統一戦線の発展，プロレタリア独裁への移行過

穏としての統一戦線政府の形成(労働者政府)にむけられ， 1923年にはザ、クセン，テューリンゲ

ンなどにその実現をみた。しかし，その後の蝉庄によりこれらの州単位の労働者政府は敗北し，

KPDは非合法においこまれた。 このような事態の推移は， 党内のセクト主義的・冒険主義的

傾向を支配的なものとし，第9回大会ではプロレタリア独裁への却時の移行が至上諜題とされ

た。 1924年末の帝国議会選挙で， KPDは「プロレタリア独裁と社会主義のために/Jをスロ

ーガンとして掲げたが，結果は前回選挙に比べ100万票を失った。第10回大会 (1925年7月)，

その後のKPD第1間協議会を通じて， このような傾向は克服されつつあったが， ブルジョア

民主主義間家において，民主的権利・自由を実現することは不可能であるとする考えは，なお
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根強く残った8)。

さきにみた fプロレタジア学校綱領Jにも， このようなKPD内の混乱が反映している。
議会闘争の過少評価，プロレタリア独裁への移行過程の無視，ブ、ルジョア民主主義原則の独自

の意義の軽視などが，この綱領には反映している。

4. 関じ傾向は， KPDの教育E理虫論誌
めさざ。す学校J(ω19ω27， Jg. 7， Heft 4)にもみられるめ。

「共産主義者は谷定的批判をのみする， というのは疋しいかo #/ 絞らは積綴的関争g燥を
もっている。それは共産主義学校である。それはソヴィヱト連邦においてすでにその指磁を実現して

いる。」

「学校関題は権力問題である。 この分野の闘争は， フツレジョア・ブロックに対する労働者階級の

目的の為の偉大な闘争の一部をなしている。それは問符に社会民主主義者の裏切り的な迷合政策一一

それは単にプロレタリア的な要求のみならず，もともとの市民革命期の要求をも断念するところのも

のであるがーーに対する関争の一部である」

主張の基本は従来と問様であり，課題がソヴェト型の学校形態におかれている。この主張

で控目すべきは，フツレジョアジーに対する闘争と社会民主主義者に対する闘争とが関等におか

れている点であり，社会民主主義者との共陪闘争，およびブルジョアジーの一定の層との共開

闘争念総織するとし、う視点はない。しかも，社会民主主義者の連合政策によっては，市民主存命

以降のフソレジョア民主主義的課題を実現すらできないとする情勢認識があり，ここからはの

ちの統一戦線，人民戦線による民主主義革命の遂行とし寸戦略はでてこない。のちにKPDは，
ファシズムをドイツにおいて許した最大の原因のひとつがKPDとSPDとの分裂・対立状態に

あったことを総括するが，教育闘争の分野においても同様のことがいえる。

5. 1930年， KPDは f学校制度に関する当面の要求Jを作成した10)。 この教育綱領は，世界

恐罷下の厳しい社会労働条件を明らかに反映して作成されており，またワイマール共和制の最

後のSPDの連合致擦が倒れファシスト独裁への移行が明篠になった政治情勢を反映して作成

されている。したがって，そこにはさまざまな性格の要求がみられる。従来と同じ内容をもっ

たブルジョア民主主義的要求 rすべての学校事項についての父母および生徒代表の共同決定
権Jr生徒自治Jr内的・外的学校制度を形成するにあたってのプロレタリア諸組織の協働」な
どの如き学校管理・運営への参加・規制・自治の拡大などを内務とする民主主義的要求， rファ
シストおよび社会ファシストの教師の排除Jr民族主義的・宗教的学校行事の禁止jなどにみ
られる反ファシズムの要求，校舎・体育館その他学校施設・設備の充実などの物質的・条件整

備的要求，などがそれである。これらの要求は，反ファシズム・民主主義的要求として，社会

民主党，その他ブ、ルジョア諸政党の一部をも結集できる性格をもっているし，客観情勢はまさ

にそのことを必要としていた。しかし，この教育綱領には上記「社会ファシストの教師の排

除」のほか r自然科学的・唯物論的・史的唯物論的原則にもとづく教授プラン・教科書3・
授業の再編Jr弁証法的唯物論，プロレタリア教育学の原則にもとづく全教師の義務的再教育J
「生産量と結合した全学校制度の形成j などのごとく， その性格からしてセクト主義的でかつ当

時の情勢下では実現不可能な要求が入っている。ファシズムとの闘争という，ブ。ルジョアジー

の一部をも含めたIA範な層を結集しなければならないときに，自らの戦線をもっとも狭くする

路線がしかれることとなった。 1930年6月のKPDの政治局決議がれ)，ファシズムとの筒争と
いう正当な課題を提起したにもかかわらず，他方でその解決策としてプロレタジア独裁の樹立，
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ソヴェトの創設という方針を出し， また SPD幹部を社会ファシストと規定したことと同じ

謂がこの「当面の要求」をも貫いている。

6. 以上， ワイマール期の KPDの教育政策の内容とその特質を概観してきた。その要求内容

からみるならば，学校と教会の分離，ブ、ルジョアジーの陶治特権の排除と統一学校制度の形

成，無償制の実現，学校行政・管理への教師・父母の参加，教管内容の科学的再編，などの適

切で、かつ広範な国民の支持を獲得しうる課題が含まれていた。しかし，これらの要求は別の社

会主義的教育要求と併置して主張されたのであり， したがってそのこと自体がKPDの教育綱

領の実現性を極めて狭いものとした。くわえて，これらの要求はプ p レタリアディクタツーラ

への即時の移行，社会主義革命の実現とし、う基本的政治路線と結合しており，そのことが一層

KPDの教育綱領の非現実性を明らかなものとした。「共産主義者にとって，彼らの学校政策上

の綱領を実現する道を追求する問題に完全に答えることは，なお成功しなかった。たえず彼ら

は，そのためにプロレタリアデ 4 クタツーラへの移行と社会主義的学校への移行とが直接必要

であるという見解を主張した。これらの考え方は，党の一般戦略的方向づけに照応したもので

あり，党は当時，プロレタリアートのディクタツーラを達成することを独占資本主義的搾取，

ファシズムの危機帝国主義的戦争準備に対応するところの彼らの闘争の緊急の目的とみなし

ていた。 11 月革命と 1919~1923 年の革命的闘争の歴史的経験は， しかしながら帝国主義的社

会からプロレタリアディクタツーラ h 一足とびに到着することは， ドイツにおいて不可能で

あったことを教えているJ12)というK.H.ギュンターと G.ウーリッヒとの指摘は適切であり，

ファシズムの危機が目前にせまっていたドイツにおいて，民主主義的教育改革を社会主義革命

と直接結合することの誤りな， ワイマーノレ期の KPDの教育運動・教育政策はその貴重な遺産

として残したのであった。

1) Qullen zur Geschichte der Erziehung. Volk und Wissen Volkseigener Verlag， Berlin 1978， 
S. 429 ff 

2) Geschichte der Erziehung. Volk und Wissen Volkseigener Verl在g，Berlin 1966， S. 526 ff. 

3) ヒ杉君主二郎『ドイツ革命遼動史 上ふ 青木善幸広 1969. 119ページ。

4) Quellen zur Geschichte... A. a. 0.， S. 445 ff. 
5) Geschichte der Erziehung. A. a. 0.， S. 534. 

6)上杉ぶH勢議 第 4式，:rワイマーノレ共和制の成立J参照。
7) Guellen zur Geschichte... A. a. 0.， S. 449 ff. 
8)よ杉古ii掲議. 第6家「相対的安定期J参照。
9) Das proletarische Kind. Zur Schulpolitik und Padagogik der KPD in den Jahren der 

Weimaler Republik. Volk und Wissen Volkseigener Verlag， Berlin 1958， S. 203ff. 
10) Quellen zur Geschichte... A. a. 0.， S. 452 ff. 

11)上杉『ドイツ革命運動史 下J 28-30ページ参照。
12) Karl岨HeinzGunther/Gottfried Uhlig: Geschichte der Schule in der Deutschen Demokrati-

schen Republik von 1945 bis 1968. In: Monumenta Paedagogica. Bd. VI， Volk und Wissen 

Volkseigener Ver1ag， Berlin 1970， S. 28. 

第2書官 ファシスト独裁と KPDの教育

1935年8月，コミンテノレン第 7回大会がモスクワにおいて聞かれた。そこでの反ファシズ

ム統一戦線に関するディミト口ブ報告およびこの報告に対する決議は， KPDの基本政策，綱

領路線に決定的影響を与えた1)。労働者階級の統一戦線の実現が「現在の歴史的段階における
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国際労働運動の当額の主要任務Jであり，しかもこれを「新しいやり方で」実現しなければな

らないことが提起された。そのための基本的課題として I社会民主党，改良主義的労働組合，

その他の勤労者の諸組織との共同行動j， I未組織の勤労大衆をも統一戦線運動に引き入れる」

ための「超党派的な階級的統一戦線機関の結成j，勤労農民・都市小ブルジョアジー・知識人・

職員・被抑圧民族を含むところの「プロレタリア統一戦線にもとづいてのL広範な反ファシズム

人民戦線の創設ム更にはこの運動の一定の発展段階での「プロレタリア統一戦線政府または

反ファシズム人民戦線政府Jの設立(プロレタジア独裁の政府ではなしすなどが確認された。

また偲々の具体的課題としては，赤色労働組合の改良主義的労働組合への合向を含むところの

綾業別統一労働組合 I単一の措級的な労働組合jの設立， ファシスト大衆組織への加入とそ

こでの運動の組織化，青年共産同盟の閉鎖性の3副長と社会主義青年同盟との皮ファシズム連合

の結成，その他が提起され，特に共産党の組織強化との関連で I根深い業病となっている」

セクト主義の克臓が指播されている点は重要である。決議は， このセクト主義が I大衆の革

命化の度合の過大評価」や， Iファシズムに対する受動的な態度j，I改良主義的労働組合やファ

シスト大衆組織J内での活動の拒否， 情勢の特殊性を考慮しない「一律な戦術の適用j，大衆

政策の抽象性・空論性などと結合しており，それが「共産党の成長をいちじるしく遅滞させJ

ていることを強調した。

この決議がもっとも重視したのはドイツのファシズムであり，したがってドイツにおける

労働運動， KPDの諸政策を検討の主要な柱としたことは当然で、あり，それだけに決議がKPD

に与えた影響は決定的であった。その後の KPDの基本方針，路線は，ファシスト独裁下にお

いてはもちろん， ドイツ解放後においても，この第7田大会決議の基本方針により貫かれた。

1. 1935年10月， コミンテルン第7回大会後まもなく， KPDはブリュッセル党会議(のち第

13回党大会となる)をそスクワの地で開いた。 会議には， W・ピークの「我々の戦略・戦術の

中心問題jrドイツの現状分析j I党の展望と一般方針j21， W・ウルブリヒトの「ドイツ労働戦
線における活動と自由労働組合の再建j，W.フ口ーリンの「コミンテルン第7回世界大会決議

の具体的適用j その他の報告が行われ3)， ピークが「党がし、ままでに作成したなかで最も重要

な文書Jめといったところの決議「ピトラー独裁の滅亡のための共河闘争への新しい道」めが採

択された。 この決議は， コミンテルン大会決議をうけ，かっ1933年以降のファシズム支配下

の情勢分析 (SPDの非合法化とし、う事態を含め)をもとに，統一戦線の結成，反ファシズム人

民戦線の創出を最重要課題として提起した。

決議は，具体的課題として， SPDとの関係の改善 (KPDのセクト的対応の克服)，あらゆ

る領域での SPDとの行動統一，統一協定，共同委員会の創出・設置，企業での労働条件の改

と自由労働組合の再建，ファッショ的大衆組織内での活動の重視，勤労青年，婦人閣内での

反ファッショ関争の組織化と青年組織の統一，およびこれらの運動にみあった党組織の建設を

かかげた。更に闘争の展望として，労働者階級の統一政党の形成，統一戦線政府ないし反ファ

ッショ人民戦線政府の創出をみとおした。

しかし決議では，労働者統一政党の形成の条件として「ソヴェト形態でのプロレタリア独

裁の創出jを承認することめ，ならびに資本主義から社会主義への移行の政府形態としてソヴ

ェト権力を構想していること7)，などをあげており，この条件は人民戦線形成の阻害要因となっ

た。毒事実， 1935年8月に設立された「ドイツ人民戦線創設準錆委員会j(KPD， SPD， SADP， 

カトリック，ブ、ノレジョア政党員など参加)内部でも， ファシズム打額i後:の政治形態についての
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KPDの態度が不明確であることが危倶された昌弘 KPDがこの間題についての方針を出したの
は， 1936年6月の政治局拡大会議においてであり， そこではソヴェト権力が否定され， その
かわりに「強力な民主主義的共和掴j が提起されたへ

ところでブリユヅセル会議の決議は，従来のKPDの綱領の変化を意味したことはいうま

でもない。たとえばそれ以前の綱領であったところの「ドイツ人民の民族的・社会的解放のた

めの綱領宣首J(1930. 8 KPD中央委員会作成)はその前の路線に比べ前進を示していたとは
いえ， なお当面する課題をプロレタリア独裁の樹立においており Iソヴェト・ドイツjの建

設，社会主義農業(ソヴェト農場)への移行が提起されていた10)。したがって， W・ピークはの

ちには943.12)この綱領がニつの欠陥一戦略的および戦術的欠陥ーをもっていたことを指摘

している11)。 戦略的欠陥は I社会主義革命とプロレタリア独裁j を「直接的目的」としてい

た点、であり，戦術的欠陥は I社会民主主義に対する闘争をナチスに対する闘争と同等にみたj

点、にあった。

I(この綱領笈設は)民主主義の擁護，人民大衆の政治的権利，人民の民主主義的政府への転換な

どの積極的闘争問題を十分に前面に押し出すことをしなかったとしづ欠陥をもっていたし，その結果

より広範な爆を闘争に獲得することができなかった。j

「党はこの時期に勤労大衆を，とくに社会民主主義者をこの危険(ファシズムの胎頭一筆者)に対

し動員し，共産主義者と社会民主主義者の統一闘争戦線を創出するためにすべてのことをしなければ

いけなかった。J

ブリュッセル党会議の決議が，このピークの自己批判の精神と同一の立場に立っているこ

とはいうまでもない。第1節でみたKPDの教育綱領の欠摘が，ここで指摘されている欠陥と

結びついたものであることも明らかである。

教育問題との関連でいえば，党会議はこの問題に直接ふれてはいない。しかし青年問題に

特に注目し重要な方針を縫認している。

「カソリックの青年総織はナチスに属しないでなお合法的にドイツにおいて存在する大きな青年

組織である。いまやナチスはこの組織を壊滅する闘争にのり出してきた。我々はカソザック青年と伺

盟し，ナチス体制に反対する闘争を共同して進める非常に大きな可能性をもつに至った。我々はしか

しこの可能性をなおひろいあげることをしてこなかった。JI我々は，統一戦線の拡大のためにこの陣
容を克服し，カソザック青年との共通の言語をみい出さなければならない。J12)

「この際(災ファッショ青年組織の強化一筆者)，次の間題が生じる。つまり共産青年間援は，そ

の現在の総織形態，従来の活動方法で，このようなことをなしうるか否かという問題である。広範な

プロレタリア青年組織をつくり出す為にはH ・H ・きわめて抜本的な変化を必要としている。我々は…

無条件に社会民主主義青年と最も緊衝な接触をつくり出さなければならない。J13)

fこの課題を実現するためには，共産青年同盟とその活動の性格を主主本的に変えなければならな

いし，なかんずく一連のセクト性を徹底的に払拭することが緊急に必婆である。共産青年同盟は広い

民主主義と，最大阪の強力性をもっ組織形態とし，それによりプロレタリア青年の真の大衆組織に再

編されなければならないoJIもっとも重要なことは，共産主義的および社会主義的青年組織の統ー
である。JI全勤労青年を我々はその世界観的宗教的見解の区別なく， ドイツ青年の大きな自由運動
(F rei hei t8 bewegung)に集め，ファシスト独裁に反対する闘争に統一したいと願っているj14)

これは党会議でのピークの報告および決議の一部である。カソヲッグ青年組織，社会民主

主義青年組織との共同闘争， 広範なドイツ青年の統一闘争・統一級織の創出， KPD. SPDの

青年綴織の統ーなどの諸課題とともに，この課題の実現にふさわしい共産青年同盟の抜本的改
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革，セクト性の克服ー民主的組織へのF刊誌がくり返し指摘されている。 1937年 10月，

年同盟中央委員会は「自由なドイツの青年運動の結成に関する呼びかけjを作成L，SPDの
青年組織をはじめあらゆる青年組織に郵送し，分裂の克服と統ーを訴えた15)0 1946年に結成さ

れたドイツ青年の統一組織「自由ドイツ青年同盟J(Freies Dentschen Jugendverband)の思

想的・実践的基礎はこの時期に形成されたのであり，また 1945年にはじまる反ファッショ・

民主的教育改革の主要なにない:pのひとつとしての FDJの基礎がすでにこの加に形成されて

いることを注目したい。

2. 第2次世界大戦を目前にした 1939年 1月， パワ近郊のドラウェイユでKPDベルン党会

(のちに第 14由党大会とされる)が開かれた。 1935年以降の実践の経過と情勢の変化は，

統一戦線，人民戦線の実現の阻害要因の分析をも含め，吏に明確な党の政策を必要とした。わ

けてもヒトラー打開後の国家形態， 政府形識についての不明確さは r人民戦線運動の中で、の
全ての反対諸勢力の団結にとって大きな阻害要国Jとなっており， したがって「新しい体制に

ついての共侍の綱領についての理解は，全ヒトラ一反対立雪の緊急の課題Jになっていた。民ヒ

トラー勢力のなかには， KPDが依然としてプロレタリア独裁， ソヴェトドイツに闘執するの

ではなし、かというfd:倶があった。 また労働者のなかからは， KPDがすでに提起していた「新

しい民主的共和筒jのスローガンはワイマール期の連合政策のくりかえしとなり，

のための間争の拒否」を意味するのではないか，という危倶が提起されていた向。

ベルン党会議はこれらの問題に明磯にこたえ，新しく建設されるべき国家形態は「新しい

民主主義的共和国」であることを明らかにした。このことは， ヒトラー打倒後の社会変革の基

本課題がブソレジョア民主主義革命にあり，プ口レタリア独裁やソヴェトドイツへの移行にある

のではないことを意味した。また， ワイマール共和国との相違をも明確にした。

「新しい民主的共和国は， ワイマーノレ共和i玉!とは逆に， ファシズムをその根氏からくつがえし，
ファッショ的トラスト資本の無力化によりその物的基礎をひきぬき，これまたワイマーノレ J~'flljl;1jとは

i援に~ドi該・警察・公務員機織の中に民主的自由，人民の民主主義的権利の擁護督会創出する。新し

い民主的共和国においては， ワイマ{ノレとは逆に大ブノレジョアジーは労働者党の述合により包閉ざ

れ，人民に対する彼らの政治的・経済的陰謀を不可能にし，単一の労働者階級が農民・中間熔・匁1，滋

人と人民戦線の中で同盟して，この国の運命を規定することとなろう。j17)

ベルン党会議が明らかにした新しい民主的共和国の基本締領は以下のものであったお)。

(a) 全人民に敵対する法律の廃止，門主¥l!，・身分・人種・宗教のBせなく，人絡的・政治的自由，信仰・
EL心の自iIl， 結社・出絞・集会の[3EEl， 教綬活動・科学的研究・芸術形成の自由などの保隙， 自
由・王子等・直接選挙権の復活，オーストリア人民・ヒトラー併合地区住民の自決機の保降。

(b) ファシスト・トラスト資本家の没収，人民の福祉の向ーとならびに平和に長献する経済政策の実施，

農民・中間!留の財産の保滋， tt!:民.i史民労働者のための民主的土地改革。

(c) ドイツの統一・独立・ドイツ人民の生存権 (Lebensrecht)の保障，議国民連解の精神ならびに

平和維持に貢献する外交政策の確保。

刷新しい民主的共和国は，反動に対するワイマーノレ共和磁の現点をくり返すことをしない。国家機

構の抜本的民主化を実施し，ファシスト専制の復活を永遠に不可能にするために，新しく

自由を防衛する為の措鐙をとる。

ファシスト独裁の打倒i後の関家形態について明らかにしたことは，その後の反プァシズム
の留民的統一を実現していく上で、決定的な意味をもった。 ドイツ解放後の4カ留による占領管
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理が，この綱領のドイツ全域における実現を阻んだとはいえ，東ドイツ地区においてはここに

示されている路線が，基本的に実現されることとなり，その意味において戦後東ドイツ地区に

おける皮ファシズム・民主主義革命の基本路線はベルン党会議において基本的に定ったといっ

-rよし、。

ベルン党会議の中心テーマはもちろん統一戦線，人民戦線の創出にあった。カソリックに

対する迫害の強化と関連し，カソリックに対する KPDのセクト主義を克服し，中央党，キリ

スト者労働組合との共同闘争の組織化が「緊急の義務Jとされた19)0 rドイツ人民の解放関争
に青年を獲得するJことに「特別の注意をむける」ことがもっとも緊急な課題とされた。 KPD.

SPDの共同協争の過程で「労働者階級の統一的革命的党が創出されなければならなし、」ことが

課題とされ， SPDの亡命幹部を含めて SPDの指導者に碍党の統一問題が提起された20)。 ブ

ヲュッセノレ会議で、みられた統一の条件(プロレタリア独裁の承認)はここに至って消失した。

教育問題との関連でいえば，蕊接この問題に触れた方針は出されていない。しかし，ベル

ン党会議がヒトラー打倒後の国家形態を反ファッショ・民主的共和制としたことは，教育問題

での改革の基本がフツレジョア民主主義革命にあることを確認したこととなり，ここにおいて

1945年以降の皮ファッショ・民主主義的教育改革の基本路線が定まったといってよい。 その

意味でこの党会議は，教育関題についても決定的に重要である。

3. 1943年7月，ドイツの人民戦線級織として，国民委員会「自由ドイツJ(Nationalkomittee 

"Fr巴iesDeutschland“以下 NKFD)がモスクワで結成された。議長には， Erich Weinertが

選出され，呼びかけ人の 38人のなかには，労働者 13人，知識人13人，職業軍人4人，職員

4人，牧師その他が入っており， うち 13人がコムニストであり，また戦争捕虜が25人であっ

た。この中には， W・ピーク， W.ウルブリヒト， E・へルンレらの KPD選出のもと帝国議会議

員も入っている21)。

国民委員会という名称についていえば， すでにさきのベルン党会議で W.ピークはその
報告「現在の情勢と党の伍務jのなかで，ナショナルな次元での発想の重要性について指摘し

ていた。

「我々 は，人民 (Volk)としみ言葉を使用することをおそれないのと同様に，関民 (Nation)とい
う妥業を宣伝のなかで使うことをおそれではならなし、。……我々はこうすることで， Nation内部に
ある階級対立をもみ泌すことを欲しているのではない。全く逆に，人民のナショナノレな利益とその支

配者・抑圧者・トラスト資本家・ヒトラーファシズムの利益との聞にある対立を示そうとしているの

である。Jr我々は~、かにドイツ人民のナショナノレな利益が寄われ， ドイツ悶E誌の名声がよ也におち，

国民の紘一がtiTlれ，戦!fr政策の遂行により彼らが樹氏の存在をいかに賂けようとしているかを示さな
ければいけない。j22)

この短い文章のなかに，ワイマール期の KPDにはみられなかった思想の変化がみられる。

この期KPDがめざした人民戦線組織がどのような性格をもったものであるかを， この短い文

章および Nationalkomitt巴eとしづ名称は示している。

創立宣言のなかでは r真に民主主義的な政府を創出することがわが人民の最も緊急な課
題であるj とうたわれており， NKFDの目的が明らかにされているお)。

「この政府は， 人民の紋ヒトラーとその擁護者……をj十づけ， テロノレと汚職とをあとかたなく取

り除き， ~在関たる秩序をつくり出し， ドイツを対外的に哀t乙代表できるだけ強力なものとならなけれ
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ばならないし，必要な権力手段を自由に行使しなければならない。j

「この政府は戦争をただちに中止し， ドイツlfiを協境にひきもどし， 全ての絡奪領域を放棄し，
平和の交渉を行わなければならない。J

「この政府のみが，はじめてドイツ人民に，平和のなかでその国民的ふ忠を自由に表明し，主権

をど行使してその関家秩序を形成する可能性さどっくり出す。」

r(闘氏ß員会の)目的は r~ 111ドイツである。それは次のことを意味する。 ワイマーノレ体制の無力

さとはなんら共通性をもたないところの強力な民主主義的滋家機力。人民の13出，権利やヨー口ッパ
の平和に対する陰謀の復活のすべての試みを芽のうちにつみとるところの民主主義。民族・人種憾;怒

にもとづく会法律の撤廃。 131Ilと人間の尊厳にそむくヒトラ一期の強制法の廃止。政治的権利の復活
と拡大，口論.tUrlJ'i .結社 'll心.ffi{fpの自由，経済・尚業営業の131お。労働への権利。ナチスに111告

令修された財政の返泣。 戦争点任者・戦争利得者のiば波の押収。戦犯その他ドイツを破滅に岩手し、た指導

者・援助者の波利。……J

この宣言からわかるとおり， NKFDの目的はドイツ人自らのカでヒトラーをたおし，民

主政府をつくり，戦争を終結することにあった。しかし結果的にはそれはならなかったとはい

え，この運動なしには戦後ドイツの反ブァッショ・民主主義的変革は考えられず，この運動の

なかで戦後改革の主体的条件は形成された。避刊紙「自由ドイツ」の発行，ラジオ放送「自治

ドイツJによる宣伝活動，反ファシスト将校による "BundDeutscher Offiziere“の抵抗闘争

との結合(敗戦時には4800人の将校ならびに60人の将軍が加盟)，前線での宣伝・交流活動，

捕虜収容所内での宣告・教育・生産活動， ドイツ閣内でのクソレーブの結成， ドイツ寧占領地区

(プランヘベルギペオランダ)での抵抗闘争， その他の諸活動は， 戦後のドイツ全域におけ

る民主化運動・労働運動の発展の基礎をつくり出したものである24)。

ところでNKFDは，教育開題についても注gすべき活動を展開した。国民委員会には多

くの教自信も参加しており，その中に他の委員会とならび「授業制度 (Un terrichtwesen)の改革

に関する委員会Jが設躍された。この委員会は 11人の委員(国民学校・職業学校・高等教育機

関の教師のほか， カソリック・プロテスタントの牧師)より構成されており，学校制度および

授業(とくに歴史教脊)に関する改革案を検討した。

学校改革の主要課題として委員会が提起したのは以下の 6点である。

1. 戦闘的民主主義の精神による若い世代の教育。民主的学校改革の基本課題は，平和的で民主的な

新しいドイツの創出という留民的課題に規定される。これは，反人民的ナチスイデオ口ギーの社主

総，全ての子どもにあらゆる陶冶への途を可能にすること，青少年を自由で，自立的で，資任を自

覚した公民に育てることを意味する。

2. 支配階級の陶冶特権の排除と教育への線利をすべての子どもに実現すること。

3. 人民の全般的陶治水準の向上，子どもの陶冶の科学性の向上。

4. 幼稚i弱から大学に盗るまでの統一的学校システムの創出。
5‘ 教会と学校の明確な分離および授業の役俗性。

6. 努;の民主化にとって最も重要な保証となる民主的教部団の創出25)

これらの課題からいって， かつてのワイマール期の KPDの教育綱領にみられた混乱はこ

こにはないことが明らかである。すべての課題が反ファシズム・民主主義的教育改革という簡

民的規模での統一目標に収蝕している。

また，この委員会はとくにドイツ史の授業の改革にその作業を集中した。ファシズムの支

配が， ドイツ史のねつ造・歪曲によるイデオロギー支配にもとづくことは明らかであり，新し
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い社会の形成が正しいドイツ史の形成と結合しなければならないと委員会が判断したことは当

然であった。委員会が作成した「ドイツ史の授業方針jの骨子は以下の内容のものであった納。

1. E授:5との縫示は，科学的に異議のないものでなければならなL、。つまり爽突でなければならない。
過去についての真実のみが現在と未来に対する実りある認識に受らしめる。

2. 月~~史授業は，社会的，政治的制度や各文化形態の基礎をつくり出すところの経済的・社会的議勢

力 (Krafte)から出発すべきである。授業は，社会発展の法則性，多様な社会形態の本質を[問機に

っくりあげるものであること。 'i管関主主主主主配を正当化する人経理論・燥機は許されない。

3. 俊史授業は，股史的な運動・事件・人物について，それが進歩的であるか反動的であるかを判断

しなければいけない。進歩とは人類のより潟い発展に資する全てのものをいう。人間による自然の

より大きな支配への一歩，精神的活力の開放，民主的自由，議民族の平和的協力，人民の福祉の向

上，文化の551寓化などへのーさかはそれである。これらの発展を限1とするものは反動的である。 ドイ
ツ史において，反動的勢力がし、かに抑圧をj郎、求め，進歩的発展をIill.lとし，わが人民をくり返し戦

争と不幸とにl紛れたかを示さなければならなし、。

4. t後日ミは， f指導者的人格J("Fuhrersperson1ichkeit“)によってはつくられないことを示すこと。
5. 戦争はなかんす、くその原因と結果に隠して考察さるべきこと，正義と不正義の戦争のちがし、が適

切な事例により示されること。 3手間主義精神はすべて排除さるべきこと。

6 君主史授業，:t，民主的思考，人民の生活への資任ある積極的参加，奨の国民意識(国家社会主義，

人極的優越と無関係の)などを苦手でなければならない。{也の諸民族との相互交流のなかでドイツ人

民の生活が発展していることを示すことにより，青年を真の祖国愛と諸民族連合の精神で育てる

こと。

この「方針Jは最終的なものではなく，更に検討，修正されるべきものとして作成され

た。 かつての KPDの教育綱領にあったごとくマルクス主義的世界観ないし史的唯物論を基礎

とする社会科の授業の形成ということが，ここでは前提条件とはされていない。真実にもとづ

く歴史像の形成，進歩・平和・民主主義・諸国民の共存，福祉・正義など新しい社会を形成す

るよで不可欠の諸価値がドイツ史の授業の課題とされている。コムニストからカソリックの牧

師を含む広範な層によるこのような努力は，戦後における教育目的の国民的合意形成に寄与す

るものであった。

4. ドイツの敗戦が決定的となった 1944年 10月， KPDは「戦闘的民主主義ブロックの行動

綱領」を提起した27)。 この鱗領は，ブジュッセル会議以降の反ファシズム闘争の総括であり，

ファシスト独裁打倒後の新しいドイツ建設にかかわってのすべての基本的社会問題についての

具体的基本方針を明らかにしたものであり，反ブアヅショ・民主主義勢力の共通な政治繍領に

なるものとして作成され，なかんずく 1945if. 6月の KPD中央委員会の「呼びかけ」の基礎を

つくり出したものであった。また綱領の第五部は「軍事占領の条件下における緊急綱領J と

なっており，軍事的解放下の個々のドイツ地区における社会変苓構想、を示しており，とくに赤

占領地域の市町村単位の"自治体革命“の指導方針ともなっている。第2部の緊急綱領の概

要は以下のとおり。

1. 1a禁されている自由と平和の闘士の即時解放。ナチス殺人者と戦犯の繁急j送船と裁判及びその財
産の没収。全鴎家機構・地方自治機関からの全ファシストの追放。

2. すべてのファッショ的法律，施設の廃止，全ファシスト組織の解散。ファッショ的.~帝国主義的

宣伝の禁止。すべてのWfI育・陶治諸筋設(学校・図;号館・劇場・ H央函・文学・新開)からのファッ
ショ的・常国主義的汚物の追放。氏主的で自由な国民精神の育成。

3. ファシズム・母国主義のすべての根の絶滅。平和と諸国民友好のための自由な民主的基礎にもと
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づくドイツ人民の再教育。ファシズムの腐敗と不道徳の絶滅。

4.門地，身分，人種，宗教の別なくすべて樹氏の公民的自由，および思家の内的形成への参加とそ

の拡大を保障する爽の民主主義の開放。信事¥l・良心の自白，団結・出版・集会の自由。科学的研究

と教授の自由，創造約芸術形成の自由。比例選挙制にもとづく国，地方における自由・平等・秘

密・箆援の選挙権の回復。法律・政策の実施監1ぎのための人民機関，ならびに悶家生活への積極的
参加を保障する人民機関の創出。

5.他民族，とくにソヴエト人民に加えた戦争被答の賠償のJlIJ時実施。

6. ドイツの再建と平和的経済関係の形成に爽献する経済政策の実施。

7.人民の生活必需品の生産への食業転換，経営協議会と労働組合と省後に協働しての民主的国家機

関による経済の指導と室主管。

8‘国家補助による計額的使宅建設。住宅焼失者への低利の菌感誕生資。

9.労働への権利と義務，労働組合と経営者との協定にもとづく賃金・労働条件の決定。民主的関家

に忠実な公務員の権利要求の承認。職業陶冶・再教育への機会の創出。

10.食糧の縫{除。農民経済の自由と国家的助成。低利の慰感激資の保障。貧農・放村労働者のための

民主的土地改革。自由な幾民協同組合の再建。民主的農民会議所 (Bauernkammer)の創設。

11.中小金業の経済のElEElとその存在の機係。その経営再建のための箆庫融資の保証。産業協同総合

と職業向認の国家的幼成。

12.労働保護の創設とその幾業労働および家事労働への拡張。有給による回復への権利。社会保障籍IJ

度(縫燦・傷病・老人保険制度)と公的健康管理制度の設立。母子保護。

13.戦傷者及び戦争遺族の援助。

14.英の溺民的名誉と全般的人間進歩の精神による青少年の1iJ1I忠平和的共存のための青少年のil11!

育。才能あるものの国家的助成。青少年の一般的陶冶・進学機会の幼成。高等教育での奨学金の保

待。国家的援助による職業陶冶，子どもの営利活動の禁止，手j-'骨三労働者の1米議，青年保健と青年ス

ポーツの振興。

この綱領で注おすべきは，反ファシズム・民主主義の課題が，同時に反帝国主義の課題と

結合して提起されている点である。綱領の基調は資本主義社会を前提としている。したがって

社会変革の課題はフ'ルジョア民主主義革命の完成にある。しかし，そのことと問時に反ファシ

ズムの課題の遂行が，反帝国主義の課題と結合している点、に， 19 t設紀のフソレジョア民主主義革

命とこの綱領との相違点があるし，またワイマール期の KPDの綱領(プ口レタリア・ディクタ

ツーラと誼結している)との相違がある。 ファシズムへの反対が，ファシズムの経済的基礎で

ある帝国主義への反対として自覚されることは当然としても，そのことが資本主義一般の否定

と結びついていないところに，この綱領がのちの反ファシズム・民主主義ブロックの形成の基

礎になりえた要因があった。

5. ファシスト独裁打倒後の教育改革構想は，強制収容所内の抵抗組織によっても作成され

た。 E.テールマンが収容され，虐殺された Buchenwaldの収容所(ワイマール近郊)内部には，

このための教育委員会 (Erziehungskommission)が設量されていた。委員会は 1944年 8月に，

I年以内にナチス政権が崩壊することを予想し， 解放後の「学校政策の緊急措置」をまとめ

た問。全12項よりなるこの提案は，学校からのファッショ的要素の追放(教師の粛清，再試

験，人種的ドグマ・帝国主義的・国家主義的教材の一掃)，学校制度の改編 (Mittelschule，

Hauptschuleの廃止，ファシスト特別学校の閉鎖，人民大学の創設，哲学・経済・法律の三学

部よりなる単科大学の設置)，教員養成制度の改革(大学での教員養成，教育学部の設置)，宗教

授業の禁止，教育無償制の実現，生徒および父母の自治活動の保障(父母協議会の設寵)，州単

位の新しい学校行政機関の設置と行政事務のひきつぎは945.6. 30までに)，法の立案，施行，

一般監督にのみ寅授をもっドイツ国民教育省の設置，などを含んでいる。これらの提案を貫く
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基本視点は，反ファシズム，学校制度の統一性・無償性・世俗性の原則，新しい教員養成，地

方自治・学校自治を前擬とする教育行政機構の再編，などである。かつてのワイマール期の

KPDの教育繍領と比較した場合，社会主義的要素，プロレタリア・ディクタツーラと結びつい

た要求がここにはみられないことが明らかである。

6. 1945年2月， KPD政治局はW・ウルブリヒトを議長とする委員会をつくり解放後のソヴ

ェト占領地区における反ファシストの活動方針を作成した29)。 ウルブ担ヒト作成のメモによる

とこの委員会は主として，経済生活の再開(とくに農業を中心に)，下からの民主的地方行政機

関の創出，学校制麗におけるナチス・イデオロギーに反対する闘争，などをとりあげている。

経済活動の再開について重視したのは，春耕を中心とする食糧生産体制の確立，都市と農

村の間で、の相互援助の組織化(農村への労働者ならびに技術者の供給， 都市への生活物資の供

給)，ファッショ的農業関係法・施設の廃止，プロイセン・ユンカーの経済的基礎の排除，農業協

同組合の助成，民主的諸勢力の集会の自由の胆復，民主的町村行政機関の創出，民主的土地改

革のための土地委員会の設置，などである。ここからわかるように，新しい経済活動の再開は，

農村地域における新しい社会秩序の形成と不可分になっている。 食糧生産の確保のためには，

ファシスト法秩序を打破し，ユンカー支配を取り除き，大農をも含めた農民による新しい生産

体制をつくりあげることが緊急の課題となった。そのためには農村において，政治的自由を囲

復し，農民に麦任を負う新しい行政機関を創出し民主的土地改革のための農民自身による土

地委員会を設立することが不可欠の条件である。これらの条件の創出は，新しい中央政府，新

しい立法府の設置を待つわけにし、かない。反ファシズム・民主主義の戦後改卒は，戦争末期の

ドイツの解放地域において下からの自治体改革として始められることとなった。

ウルブリヒト議長になるこの委員会が重視したもうひとつの課題は，学校制度の変革で

あった。すで、にみた f戦闘的民主主義ブロックの行動綱領」に KPDの教育改革の基本は明ら

かにされている。また，この委員会には強制収容所内の反ファシスト教師などにより作成され

た改革提案も寄せられていた(後述)0 NKFDの改革構想もすでに明らかにされている。委員

会は，これらを基礎とし解放地域における具体的方針を提超した30)。この「方針j は，解放

直後の授業の再開は罰難であるにしても， 授業の再開にむけてファシスト教師(大部分の教師

がそうであるが)を追放し新しい教授プランを作成し，なかんずく新しい教師を選考，準備

することを最重要諜題として提起した。この基本方針のもとに「方針jは以下の諸点を当面の

具体的課題とした。

01日教師の中から反ファッショ-民主主義的教師1の認定，特定科自の教師として養成可能な反ファシ

ストの認定。

Oワイマーノレ期のものを含めた沼教材の使用禁止，個別授業科目の方針の作成 6ヶ月陪のf安定授業
方針の確定。

O市町村の士山区行政機関 (Ortsverwaltun詰)による学校委員会 (Schulkommission)の設設。この委

民会は，地区行政機関ならびに教師の代表よりなる。学校委員会は，大都市の学校委員会により提

案される方針にもとづき，学校の待問3十段iを作成する。

02ヶ月の教員長成短期講習会の開催(各市町村で)，講習会の教綬プランおよび学校の6ヶ月の暫定

綬業方針は，反ファシズム，ナチスイデオロギーの克服を主要内容とする。一般方針にもとづく入

門書の作成。

o民主的精神にもとづく子どもの訓脊，統一的基礎学校の設霞，能力に応じた上綾学校への進学機会
の鉱充，学校と教会の分離。
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この方針からわかるとおり，解放地区における教育改革構想は，ファシスト教師の追放，

新しい教師の養成・採用，暫定授業方針，教授プログラムの作成，学校再開の準備，およびこ

れらの事業を実施する地域単位の行政機関ならびに学校委員会の設置にその重点がおかれた。

ここにおいても，教育改革は下から上への改革構想が提示され，教育改革はソヴェト占領地医

では自治体変革が先行し，敗戦後の中央占領機構の設置以前において，又東ドイツ地区の中央

政府の設置以前に，実i擦の改革は実施されることとなった。

7. ここで第1掌全体のまとめをしておく。

ワイマーノレ共和制期の KPDの教育政策にとって中核的課題は， 111月革命の経験からの

正しい結論の形成と， ドイツの特別の条件にあった戦略戦術の形成Jにあった。それは 1帝

国主義的学校から社会主義的学校への移行期の戦略戦争iむをし、かにっくり出すかであった31)。

1918年末から 19年にかけての合同大会においては， いまだ革命的高揚の時期であったことを

反映し教官縮領はプ口レタリアディクタツーラの樹立と結合され，社会主義学校を痘接の課

題とした。 しかし， 11月革命が失敗に帰し SPDを中心とする連立政権(ワイマール共和制)

の時代になっても， KPDの教育綱領の基本は社会主義学校， ソヴェト型の学校の実現にむけ

られ，プロレタリア革命への即時移行を前提とするものであった。その結果，教脊綱領の基本

的特徴は，ブルジョア民主主義的学校変革の課題と社会主義的学校変革の課題とが併夜するも

のとなり，そのことが同時にこの綱領の実現のにない手の層を著しく狭くすることになった。

11月革命の失敗からの正しい総括と適切な方針が出されるのは， 1935年を待たねばならなかっ

た。 KPDのブリュッセル会議，ベルン会議の決議は，教育綱領を含んではいないが，当節す

る社会変革の基本路線を反ファッショ・民主主義革命(ブルジョア民主主義卒命の完成)にお

き，民主的共和制の樹立を基本課題にすえたので、あり，このことにより新しい教育綱領の確固

とした基礎が確立されたといえる。具体的な教育改革構想が明確になってきたのは， 1943年以

降であり，その作成主体は単に KPDのみならず，人民戦線組織で、ある自由ドイツ閤民委員会

や強制収容所内に設けられた闘争組織であり，共通の教育綱領への結集の層はワイマーノレ期に

比べ大きく広まった。 ドイツの敗北後の教育改革構想は，そのほとんどがこの時点に形成され

たといってよい。

1) コミンテノレ第71Bl大会決議については，悶氏文洋『反ファシズム統一戦線JJ185ベージ参照。

2) Vgl. Wilhelm Pieck: Der neue Weg zum gemeinsamen Kampf fur den Sturz der Hitler-

diktatur. Dietz Verlag， Berlin 1957. 
3) Vgl. Geschichte der Deutschen Arbeiter Bewegung. Kapitel X， Dietz Verlag， Berlin 1968， 

S. 115. 

4) Laschitza， H.jVietzke， S.: Deutschland und die Deutsche Arbeiterbewegung 1933-1945. Dietz 
Verlag， Berlin 1964， S. 77. 
5) V gl. Pieck， W.: Der neue Weg... A. a. 0.， S. 143 ff. 

6) Vgl. ebenda， S. 156. 

7) Vgl. ebenda， S. 164. 
8) 上杉重二虫~ Ii Fイツ革命迷動史 下』青木三塁!高， 1969， 206ベージ参照。
Vgl. Programmatische Dokumente der Nationalen Front des demokratischen Deutschland. 

Dietz Verlag， Berlin 1967， S. 6妊.
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Vgl. Pieck， iN.: Der Kampf um DeIi1okratie. 1n: Pieck， VV.: Reden und Aufs芸tze. Bd. 1， 

Dietz Verlag， Ber lin 1952， S. 210. 
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25) Fritz Rucker: Die Arbeit der Lehrer im Nationalkomitee "Freies Deutschland“und die 
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27) Programmatische Dokumente der Nationalen Front des demokratischen Deutschland. A. a. 

0.， S. 15. 
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第2童話 皮ファッショ・民主主義革命の開始と教育改革

第1節 度ファッショ・民主主義革命の開始

1. 1945年 5月8臼，ヒトラ一体制は崩壊した。このときすでにソヴェト占地地区では，個別

市町村単位で戦後改革は始っていた。食糧，水，エネルギー，住宅その他生活必需品の確保ひ

とつとってみても，地域単位での新しい行政機関の創出は不可避の課題であった。第1次世界

大戦の終了時とは異り，この時点で国家行政に責伍を負い，無条件降伏の実施に寅任を負う執

行機力はドイツには存在しなかった。このことは，占領権力がドイツの最高執行権力を行使し

なければならなかったことを意味するとともに，同時に下から行政機関をつくり上げることを

必要とした。 ドイツの反ファシスト・民主主義者・勤労者は自ら新しい民主的行政機関を下か

らっくり出した。その際， ソグェト占領司令官はその地区の反ファッショ・民主勢力の申請に

もとづき，各市町村の長を任命し，新しい行政機関の創出を保証したりベルリンを例にとると

新しい市参事会が設置されたのはS月17日であり， KPD， SPD，ブルジョア民主主義者(かっ
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てのドイツ国民党，中央党のメンバー)らによりそれは構成された1¥w・ウルブジヒトはのち
に「新しい国家的行政は 4 歩一歩下から上へとつくられねばならなかったJ，r緊急課題は，各
地域において自ら解決されねばならなかったしそこでのみ新しい民主主義的行政は人民大衆

の信頼と支持を獲得で、きたム 「更に当時全ドイツの行政の基本原則は， 4カ国占領権力により

まだ確定されておらず， したがってソヴ z ト占領地区での軍政もまだ存在しなかったJと述べ

ている2)。教育行政史学者である G.Uhligもこの期の教育改革と関連して，労働者階級，反

ファッショ民主主義勢力はこれらの「自治行政機関を革命的|資家権力の萌芽として創出するこ

とに成功したと」述べているヘ ドイツにおける戦後改革は，自治体革命とともに始った。

4カ国最高司令官の共同会談の開催は 6月5日ベルリンにおいてであり， そこで4カ間

の占領地区が確定され，共通のドイツ点領政策が確認され，最高権力機関としての連合国統制

協議会 (AlliierteKontrollrat AKR)が設置された。 占領政策の基本は， ドイツの非箪率化，

非ナチス化，民主化， ドイツ間家社会主義労働党 (NSDAP)の解散・非合法化，人種・{言条・

政治的見解にもとづく排斥の禁止，戦争犯罪人の逮捕・処罰，などにあることが確認された。

ベルリンは，統一ドイツの実現を条件としソ連邦の譲歩により 4カ留の共同管理地区となり

AKRがここに設置された。各点領地区は，それぞれの最高可令官がその地区の最高権力を行

使することとなったへ

6月9尽には，ソヴェト占領地区にソヴェト軍政府 (SMAD)が設置された。それは，ベル

リンの中央軍政府と 5つの州・邦(ザグセン，テューリンゲン，メグレンブ、ルグ，ザクセン・ア

ンハルト，プランデンブルグ)の家政府にわかれ，その下に県・郡・市の指令部 (Bezirks幽，

Kreis醐 undStadtkommandantur)がおかれた。 SMADの最高E司令官は，当初ジューコフ将

軍であったが， 1946年4月10お以降はソコロアスキー将箪にかわった。 SMADの占領政策

は， AKRの方針， のちのポツダム協定およびドイツ人民の自決権を基礎として突施されるこ

ととなった。 SMADが設置された時点で， この軍政府はすでに反ファッショ民主的地方自治

機関に依拠することが可能となっていた。

2. SMADはその設霞の翌日に命令第2号を出し5)，西ドイツ地区にさきがけて民主的政党，

労働組合に活動の白出を保証した。このことは，それまでの地域単位での運動の分散化を克服

し，全ソヴェト占領地区での統ーした運動の組織化を可能とした(但し，アメリカ家が占領し

ていたテューリンゲン，ザクセン・アンハルトについては，その撤退が7月に入ってからであっ

たので，この地区での民主化は他地区に比べ遅れる6))。

まず6月11日に， KPD中央委員会がアピール「都市および農村の創造的人民に/ 男性

ならびに婦人に/ ドイツ青年に/Jを出した。そこには，次の如く記されている7)。

「ヒトラーさ主主義の撲滅とともに， ドイツの民主主義，すなわち1848年に始ったブルジョア民主主

義的変革をさいごまでやりとげ，封建的残浮を完全に排除し，反動的な合くからのプロイセン軍国主

主主主どその経済的・政治的根源から嬢滅することが重要となっている。」

「我々は， ドイツにソヴィエトシステムを強いる道は間違いであるとし、う見解にjrつ。なぜなら，

この道はドイツの今日の発幾状況に相応していない。我々はむしろ， ドイツ人民の決定的利害は……

他の遂を指し示していると考える。つまりそれは，反ファッショ民主主義体制の建設，議会主義的民

主共和制一ーすべての民主主義的権利，自由を留民にもたらすところの一ーの建設への遂である。j

この緩い叙述のなかに，ファシスト独裁打倒後の KPDの基本政策が示されている。それ

は， 1848年に始るドイツのブルジョア民主主義革命の完成であり，封建的残浮の一掃であり，
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かつファシズムをその物質的・イデオロギー的根底から絶滅するとし、う課題をもっところの，

基本的にはブ、ルジョア民主主義革命の完成である。しかしこの変革は，ファシズムの基礎であ

る金融資本の支配，帝国主義的支配の復活を許さないという意味では，資本主義社会を前提と

していながらも，そこから一歩っき進んだ社会変*であり， 19世紀の市民革命とはこの点で異

る。そして，以上の課題に対応した国家形態，政府形態として議会i倒的民主共和制の創出をみ

とおしており， ソヴェト形態をとらないことを明らかにしている。

KPDのアピーノレは，更に上述の文章につづき， r議会主義的民主共和制の建設への道Jの
10の課題(行動綱領)を明らかにしている。その大要を示すと次のとおりである。

1. ヒトラ一体制，ヒトラー党の残浮の完全な消ー算，積秘的ナチスの公務員の完全な粛清，連合国の

法廷によるほかドイツ法廷による戦犯の処罰。

2.飢え，失業などとの関争，自由な務業・私的経営のイニシアティフの開放。

3.労働者・勤め人・公務員の自由な労働組合および反ファッショ-民主主義政党の合法性の復活，

人民の民主的権利・自由の再建，ファッショ的反動的汚物からの訪11'1寄・陶冶制度の浄化，すべての

学校における爽の民主的・進歩的・自由な精神の助成，ナチスの人種潔論および「生命線教義jの

虚偽性の明確化，科学的探究・芸術形成に対するヒトラー政策の破局的結果についての明磯化。

4.民主主義的原刻にもとづく地方自治行政機関の再建。

5.企業経営者の専横，反逆的搾取に対する勤労者の保護，公企業・会社・官庁での労働者，勤め人，

公務員の代表の自由かつ民主的選出。

6. ナチスの恥心人物，戦犯の財産の没収と人民の手中への移譲(自治行政機関の処理に委任)。

7.大土地所有者・ユンカーの財産の解放と州・郡への移譲(大農は除く)。

8.交通・水・ガス・電気などの蓮華客企業の自治行政機関への移管。

9. f自民族との平和的，友好的共存， {I也氏族への攻撃的，略奪的政策の破棄。
10. {I也氏族に対する賠償義務の汲認。

これらの行動綱領について， KPDは， それが「反ファッシ z民主主義的諸政党 (SPDお
よび中央党)とのブ P ックの創出の基礎」であることを訴え， かっこの行動綱領が「すべての

反ファッショ・民主主義的・進歩的人民諸勢力のかたい統ーによってのみ実現される」ことを

明確にし，この綱領がドイツの人民戦線・統一戦線合形成する上での基本原則に位置づいてい

ることを明らかにした。

つづいて6月15日， SPD中央委員会がアピールを出しため。

「我々 は， 1945年6月11日のKPD中央委員会のよびかけに最も鼠い挨拶をjぎる。」
「それは (KPDのよびかけ)適切にも， ドイツ人民の決定的利害が反ファッショ民主主義体制と議会
jlJll的民主共和銀!の創設を婆求している。J
「ワイマ{ノレ共和国における政治的闘争の場をみたしていたところの科記的な政党問の争いは，すべ

て芽のうちにその怠の根を止めなければならない。J

f反ファッショ民主的共和国においては，民主主義的自由はそれを無条件に認める者にのみ保降され
る。…目新しい悶家の絞も基本的な生活規範は，ファッショ的カの支配の全ての残浮を完全に排徐ず

ることを要求している。……ブアシズムにより精神的にその1設を故かれた青年は，子専び自由になり，
批判的に考える人間に育てられなければならない。J

「よりよい未来へのドイツの政治的道は，次のことばに明礁に示されている。 国家と共同体に民主主

義を，経済と社会に社会主義を/J

ここにかかげたSPDのアピールの基本精神は， KPDのそれとほとんど共通している。な

によりも， SPD中央委員会がKPDの行動綱領を基本的に認めている点，およびワイマール期
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の両党間の対立を克服する決意が明らかにされている点、に，このアピーノレの意義はある。戦後

の皮ファッショ民主主義的統一戦線の核はこれら両党のアピールにより形成されたといえる。

しかし他方， SPDの改革構想のなかには多少の混乱もみられた。それは， 上記引用のさいご

のスローガンに示されているように民主主義革命と社会主義革命とを混向している点である。

たとえばこのプビールの「当面の課題jのなかには次の記述がみられる。

r5. 悶民的文化の建設，民主主義・社会主義の精神での青少年の訓予言，芸術・科学の形成j
「我々は，我々の兄弟としての手をすべての人におくる。そしてそのスローガンは， ファシズム

に反対し，人民の自白のための，民主主義のための，社会主義のための闘争を/J

開様に 6月17日のベルリンでの SPD第l回党役員会議で O.Grotewohlは rわれわ
れは青少年を率直で自由で，まっすぐな人間に育てることを望むし民主主義および社会主義

の精神をもっ世代に育てることを望む。J，r我々の目的は社会主義であるノ」とのべているへ
これらの記述は， SPDが社会主義政党であることを明確にした点で、は積極的意義をもつが，経

済および教育の分野に無条件に社会主義をもちこむことは間違いである。 KPDがすでにその

反ファシズム闘争の過程で克服した弱点をSPDは逆にもちこんでいる。 しかし， このような

欠格にも拘らず， SPDの6月15日のアピールの意義は大きい。それはいうまでもなく両党陪

の反ファッショ民主主義ブロックがこのプビールを基礎に創造されたということである。両党

によるブp ッグ結成への合開会議が関かれたのは， 2日後の6月1713であり，その後各地でこ

れらの合同会議が設費されることとなった。

ついで6月2613にはキリスト教民主同盟 (CDU)が，また7月5日にはドイツ民主自由党

(LDPD)がそれぞれ反ファシズム・民主主義・自由を基本課題として結成された。東ドイツ地

区のフツレジョアジーは，単一のフツレジョア政党の結成に努力したが，結果的に失敗し，別々の

このこつの政党に結集することとなった。 CDUは A.Hermesのような 1944年7月初日

件の関係者を中心に，かつてのキリスト教労撤組合の指導者の協力を得て設置された。また，

LDPDは， かつてのドイツ民主党 (DDP)のメンバーを中心に結成され， W. Kulzの如き反

ファッショ民主的政治家(副議長)とならび， W. Kochの如き大フゃルジョアジーの利益代表者

(議長)も含めて発足した10)。

これら 4党は，反ファシズム・民主主義という変革課題の認識においては一致していた。

6月四日， KPD， SPDの合開会議は，他の諸党をも含む反ファシズム民主主義ブロックの結

成にふみ出す協定を結んだ1九 協定には明確に r全ての他の反ファッショ民主主義政党とか
たいブロックの結成について協定を結ぶために必要なあらゆる第一歩をふみ出す」と書かれて

いる。これ以降各地であいついで両党の共同行動委員会が設置され，なかにはメクレンブツレク

の如く CDUをも加えた集会が行われ，ブロック結成への決議が行われた。 7月14日， 4党か

らそれぞれ5人の代表が集り， ブロックの結成にふみ切った。 KPDからは， W. Pieck， W. 

Ulbricht， A. Ackermannらが， SPDからは， E. W. Gniffke， O. Grotewohl， G. Dahrendod 

らが， CDUからは， A. Hermes， W. Schrieber， ]. Kaiserらが(前三者は， 12月に反改卒の

立場を明らかにし，執行部から追われる)， LDPDからは， W. Koch， E. Schiffer， W. Kulzら

が参加した。共向コミュニケには，次のように記されている12)。

「国民を救うことは， わが全人民の生活と思考の基本的変革によってのみ， 又反ファッショ民主

主義的秩序の創出によってのみ，可能となる。 4党の代表は，その自主性を相互に尊重しつつ，統一
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したカで大きな議題を解決するために，反77ッショ民主的諮党のかたい統一戦線の設置を決議

する。J

共同コミュニケが確認した共通の課題は， 以下の5点であった。 (1)ヒトラー主義の残浮

からドイツを浄化し反ファシズム・民主主義的基礎にもとづき国土を湾建するための鶴争に

おける協力， ナチスイデオロギーの審議や帝国主義・軍国主義的思考に対する間争， (2)経済

の可能な限り迅速な復興への共時の努力， (3)民主的な法治国家にもとづく完全な権利の確立，

(4)精神・良心の自由，宗教的信念・倫理的世界観の尊重， (5)相互尊重にもとづく諸国民の関

係の形成と信頼の回復。 ここに， ブザュッセル会議以来， KPDがその最も重要な闘争目標と

してきたところの人民戦線の中核が実現した。-労働者のなかからは，このブロヅグがワイマー

ル期の連合政策と向じだとする疑問も出された。しかし，このブロックはコミュニケの中にも

あるように反帝国主義という課題を明らかにしているのであり，またCDU，LDPDに参加し

ているブ守ルジョアジーは，独占資本に反対し， 自由な経済の再建を望んでいるのであり，反

ファシズム・民主主義という点では帝閤主義者とは明確な一線を画している。それ故にこそ，

ワイマール期の中間諸政党の指導者はひきつづき 1945年以降も CDUやLDPDの指導的地位

についているのであり，したがってこのブロックはワイマール期の連合政権とは反帝国主義と

いう点で決定的相違を示している向。

3. 反ファシズム・民主主義的ドイツの形成は，政党レベルのブ P ックの結成のみでは不可能

である。国民のさまざまな組織の結成，なかんずく労轍者階級の統一組織が必要である。 KPD

はかねて，労働者階級の単一の自由な労働総合の形成をその課題としてきた。労撤者階級を代

表する単一の統一労勘総合の創出，ならびに労{勤者階級を代表する単一の労働者政党の創出こ

そが，反ファシズム民主主義革命を推進する中核で、なければならない。さきのSMAD命令第

2号は，労働組合の活動の自由安保障した。 ワイマーノレ期の革命的労撤組合反対派の指導者を

中核にし，かつての一般ドイツ労働組合連合 (ADGB)，キリスト教労働組合，職員労働組合な

どの代表者への働きかけが始った。 W.Ulbrichtを中心にこれらの代表者間の協議がすすみ14)，

6月1513ベルリンにおいて，ベルリン労働組合準備委員会が結成され，ドイツ全地域への呼び

かけ「新しい自由労働組合の建設Jが発せられたのこの会議には，以前の革命的労働組合反対

派からは H.Jendretzky， P. Walterが，社会民主主義的労働組合からは H.Schlimme， B. 

Goringが，キリスト教労働組合からはJ.Kaiser，職員組合からは E.Lemmerらが参加した。

その呼びかけはつぎのように記している 15)。

「奈落へのj誌は，すでに1933年より以前に始っていた。民主的諸勢力は分裂し，決定的な反対を

するにはあまりに不決断でまろった。Jr赤軍がベルワンに進駐して以降，子行E司令部の同意のもとに，市
民の行政府がすべての反ファッショ民主的勢力の統ーをもとにしてつくられた。Jrソヴエト軍政府最
高司令官の命令は，労働者・勤め人に自由な労働組合に統一する権利た付与した。Jr下記に記す署名
者は，自由で、民主的な大ベノレザン労働組合の再建のために委員会を創設する。j

つづいて「呼びかけ」は4項目の当面する課題を掲げている。 (1)ナチズム・軍国主義に対す

る闘争， 行政機関と企業からの積極的ファシストの追放， (2)住民の主主計の確保およびベルリ

ン復興のために全労働力の投入， (3)賃金契約の締結，労働者・勤め人の代表制の創出，労働

保護・労働配置の組織化，経済再建と社会保持の領域での労働者の民主的共同決定権の確立，

(4)反ファシズム・民主主義的進歩の精神による労働者階級の教育。
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この呼びかけに応え，ベルザンでは6月 17日に600人の労働組合員が自由労働組合に賛

成しその数は10月には 171，786人に増大した。他の地区においてもあいついで労働組合準備

委員会が設置され， ドイツ自由労働組合 (derFreie Deutsche Gewerkschaftsbund， FDGB) 

の地方組織が結成されていった。ライブチヒでは8月初日に創設され， 46年 1月には131，000

人に達した16)0 1946年2月に，各州、i・邦の FDGBの代議員会議が関かれ，これがFDGB第 1

回大会 (Bundeskongres)となった。 大会は，労働総合員 3，195，022人(うちベルリン 439，273

人)を代表しており，暫定規約，原則， el的などを決定した町。大会は， r経営協議会の任務と
権利についての決議j，r統一労働者党の創設に関ずる決議j，rニュルンベルグの戦犯裁判のた

めの決議j，r青年の要求j，r大銀行の解体に関する決議」などを決めた向。また，第1議長に
は Jendretzky(かつての労働組合反対派)，第2議長に Goring(かつての社会民主主義的労組)，

第3議長に Lemmer(職員組合)が指名された。

以上の如き FDGBの創設過程には，以下に記す労働組合員の切実な要求が反映していた。

f我々 は， 1933年当時分裂していた。我々は充分に闘争の決心がついていなかった。我々は不統

ーで、あった。他方人民の数は，町で，農村で，労働者を打倒し，戦争の準備なするのに一致してい

た。jrこの 12年間からひき出さねばならぬ最重要の教訓のひとつは， 労働者及びドイツ人民の反フ
ァシスト統ーであり，またソヴエト人民への新しい正当な関係の創出である。Jr我々は提起する，す
べての都市， ~誌において，すべての以前の労働組合の代表者よりなる労働組合準備会を設援し，労働

組合連合の創出を準備することを。jr我々が過去から学んだものを，すべての諸州の労働者に示すこ
とが，いまや我々にとって主主婆である。我々は滋蓄の労働総合の伝統を思い出し，過去の欠陥を認識

することを欲する。なかんずく我々は労働組合の分裂をもたらしてはならない。我々は自由な単一の

労働組合の建設を望む。我々は全力をあげて反ファッショ・民主的共和国の建設に決然とふみ出すこ

とを議む。J(1945. 8. 7，統一的自由労働組合の創設のためのプランデンブノレク郊労働組合準備会の|乎
びかけ)19)

ヒトラーのファシスト独裁とワイマール期の労働運動・労働組合の分裂は， ドイツ労働者

に貴重な歴史的教訓を残した。それがここに明確に表現されている。 FDGBの課題は山積し

ていた。企業からのファシストの追放，経営協議会，企業代表苦手jを過しての共同決定機の確立

とその行使，賃金契約の締結，労働保護基準の制定， 自治行政機関および付設の経済諸機関

(監督委員会，工業・商業・農業会議所)への参加と共同決定権の制度化，独占食業・カルテル

コンツェルンの解体と自治体への移管，民主的土地改革における農民との共翻，職業陶冶制度

の改葬などの諸問題に FDGBは勢力的にとりくんだ。 FDGBは当初これらの問題に地域的に

とりくんでいたが， FDGB第1回大会は東ドイツ地区のこれらの運動を集中化し，新しい段階

へと運動をひき上げた。労働組合運動における民主と集中はここにその第一歩を踏み出すこと

となった。

なお詳述を避けるが，青年委員会(Jugendausschuβ)，婦人委員会(Frauensausschus)，ドイ

ツの民主的新生の為の文化同盟 (Kulturbundzur demokratischen Erneuerung Deutshlands) 

の設置により，青年，婦人，知識人の間の統一組織の形成も進展した20)。

4. すでにみたように，市町村単位での新しい行政機関はすでに解放地区を中心に戦争末期か

ら設置されてきた。次の課題は，州・邦単位の行政機関の設置であり，東ドイツ全地区の行政

機関の設置であった。 この課題は，当時まだ東ドイツ地区(テューリンゲン，ザ、クセン・アン

ハノレト)に駐留していたアメリカ占領軍の撤退 (7 月 1~3 日)をまって始った。 SMAD は 7 月

4日に， プランデンフソレク邦， メクレンフソレクチi'I， ザクセンリ刊に新政貯の設援を認め， つづい
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て7月16日にテユ一リンゲン?州外、f十札iト、

は， それぞれの地区の反ファッショ民主主義ブ口ッグにより申請された候補者を SMADが承

認するとしヴ手続きで任命された。その構成をみると，各州・郊の知事 (Prasident)はいずれ

もSPDのメンバーにより占められており，副知事(各地区とも礎数)は， KPD6人， SPD4人，

ブdルジ zア民主主義者5人，無党派3人となっており吹行政府自体の構成が反ファッショ民

主主義ブロックの協力の産物になっていることがわかる。また，副知事のもとには教育行政機

関 (Schulabteilung)がおかれ， ここにはじめて教育行政機関の中枢が設寵されることとなっ

た。他方ベルリンは，それまでソヴェト寧ベルリン市司令部のもとに管理されてきたが 7月

11日以降は連合国家指令部がベルリンの管理にあたることとなった。

ついで，ベルリン(ポツダム)会議が進行しているさなかの7月27日に， SMAD命令第

17号が出され， 8月10日までに東ドイツ地区にドイツ中央管理局 (DeutscheZentralverwal-

tung， DZV)を設置することが命ぜ、られた23)。かくして 8月10日には，反ファッショ民主主義

ブロックの申請にもとづき， DZVが発足した。 それは， 13の行政機関より成っており，それ

ぞれが独立して SMADに資任を負い，かつ SMADを補助し，それ自体は法律，命令の制定

権はもたず，州・邦の政府に対しては，連絡・調整・指導・監督に当たることとなった。 ドイ

ツの統一がし、まだ実現されていないこの段階では，このような捨震はやむをえないし，必然で

もあった。 13の中央政府のなかには，交通，通信，工業，財政などの DZVとともに閤民教育

中央管箆局 (DZVFV)も含まれており，その長 (Prasident)には， コムニストの PaulWandel 

(KPD機関紙 "DeutscheVolkszeitung“の編集長)が任命された。東ドイツ地区の関民教育の

分野での最高執行権力はあくまでも SMADであるが， DZVFVの設慣により，ベルワンを除

く東ドイツ地区全域にわたり統一的学校政策を実施することが容易になった。

また， 10月22日の SMAD命令により，各州、!・邦の政府には法律 (Gesetz)命令 (Vervor-

dnung)の制定権が付与された24)。このことにより州・邦は， AKRの法律・命令およびS拭AD

の命令に反しない範囲で自主立法権を行使することが可能となり， ドイツ人自身による反ファ

ッショ民主主義革命は大きく前進することとなった。

5. 1945年7月17日より 8月2Elにかけてベルリン(ポツダムj会議が3カ国首脳(トルーマ

ン，スターワン，チャーチル，なお7Jj 28臼よりイギリスはアトリーにかわる)の参加のもと

に開かれ， 8月2日ポツダム協定が結ぼれた25¥W. Ulbrichtはこの協定の意義について， rポ
ツダムの原知に対する"イエス“か"ノー“かは，進歩か反動か，統一か分裂か，平和的建設

か率問主義の復活か，平和か戦争か，に対する決定的な試金石であるJと述べ26)，反ファッ

ショ民主主義的変革にとってのポツダム協定の決定的意義を強調した。ポツダム協定に示され

たドイツ占領政策は， その内容からいって 6月日日の KPDの10項践にわたる行動綱領とほ

とんど問ーであり，したがってまた反ファッショ民主主義ブロックの基本政策とも一致してい

たし，重要なことは，すでに東ドイツ地区で始っているところの戦後改事の諸事実の方向とそ

れが基本的に問ーであるということである。その意味でポツダム協定は r民主的ドイツの
戦後政策の間際法上の基礎をつくり出したものであり，かつ本質的援助を創出したJのであ

る幻)。この点で東ドイツ地区のポツダム協定に対する評価は，西ドイツ地区のそれに比べ著し

く高く， きわだった特色をなしている。 1946年 11月12日にアデナウアーは， ノノレドライン

ヴェストアァーレン州議会で，ポ協定はドイツ国民の窮境の主要原因であると表明し28)，はや

くもポツダム協定を否定する態度を明確にした。
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ポツダム協定のドイツに関する部分は r政治的原則」と「経済的原則」のこうにわかれ
ている。その大要を示すと以下のとおりである。

A.政治的原則

1. ドイツにおける絞高執行権力は，アメリカ，イギザス，ソ述，フランスのそれぞれの寧最高司令

官により行使される。ドイツ全域に関連する問題については連合同統制協議会 (AKR)の一員とし

て行動する。

3. AKRが負うべきドイツ占領の目的は以下のとおり。

(工) ドイツの完全な武装解除と非軍事化，軍事生産に利用しうる全ドイツ工業の排除・監督。こ

の罰的のために

a) ドイツの泣・海・主主主事， SS， SA， SD，ゲシュタポの完全な解散

防すべての武務，弾薬，軍事施設の迷合留軍への移管・廃楽

(立) ドイツ人民は，全面的軍事的敗北をこうむり，それによりひきうけるべき責任を免れること

はできず，その同僚の余地のない戦争遂行とナチスの狂信的抵抗とがドイツ経済を滅ぼし，混

乱と非惨を不可避にしたことを知らされねばならない。

(1Il) 悶家社会主義党とその支部・下部総織の壊滅，すべての思家社会公務長の解職，すべてのナ

チス・怒国主義的活動・宣伝の予防ー。

(IV) 民主的涼射にもとづく政治生活の決定的変革と間際生活における永遠の友好的協力の準倣0

4. ヒトラ一体制の基礎を築き，人緩・宗教・政治的信念にもとづく排斥の根拠となっているすべて

のナチスの法律を廃止すること。

5.戦争犯罪人，およびナチスの方策の樹立を計画し実現に参加したすべての人々を逮捕し起訴する

こと。ナチス党指導者，積極的ナチス党員，ナチス組織の指導者および占領自的に危険な他のすべ

ての人々を逮捕，監禁すること。

6.名目以上のすべてのナチス党員，迎合闘の目的に敵対するすべての人々を公共的，キマ公共的職務

及び重姿私企業の玄任的地位から免織し，民主主義的人i認によりそのポストを補充すること。

7. ドイツの教育制度は，ナチス的・1fi凶主義的教義が完全に追放され，民主主義的恋念の効果的発

渓が可能になるように監視されること。

8.民主主義，正義，法の前の平等などの原則にもとづき司法制度を再編すること。

9.政治構造の非集権化，地方自治の発展をめざしてドイツの行政を実施すること。そのために次の

摘援をとること。

(工) 民主主義原則，公選委員会 (Rate)にもとづく地方自治行政の早急な時建。

(II) 全ドイツ地区における民主主義的政党の*認，法の範閤内での集会，公共討論の実施。

(1庇) ここにあげた諸原則を地方自治行政に適用するための，町村・郡・邦・チ1'1における早急な選

挙代表制の原則の導入。

(IV) 当分の間， ドイツ中央政府は設一位されない。しかし，財政・輸送・交通・貿易・工業などの

分野にはドイツ中央行政局がおカ通れるo それはAKRの指導のもとにおかれる。

10.表言・出版・宗教の自由の保証，自由な労働組合の創出(軍事的安全の維持の範闘で)

B.経済的原則

11.主客誘製品，飛行機，船の生産を禁止する。金属・化学・機械その他軍若手経済に直接必要な製品の

生産については厳重に盤祝し制限すること。

12. カルテノレ，シンジケート， トラストなどによる経済力の過度の集中排除を目的として， ドイツ経

済を早急に非集中化すること。

13.幾業及び内需のための平和工業の発展に議J誌をおくこと。

14. 占領期間中， ドイツは経済的には単ーとみなされる。鉱業・加工工業の生産と分蕊，段・林・漁

業，賃金・価格，輸出入計磁，通貨・銀行・税・関税，賠償 i存率工業の排除，輸送・交通制度，

などについては共通の方針が作定されること。

15，...，，19 (略)。
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8月128，東ドイツの反ファッショ・民主主義プロックは，ポツダム協定に関連して声明

を出した29)。そこには，この協定を実現する保証がなによりもブロックに結集する 4党の統一

にあることが明確にされている。そして，この統一戦線こそが f1918年の失敗」を再びくり返

すことなく， ドイツの「新しい道」を保証するものであり，かつポツダム協定も又この「新し

い道のスタートjに位置づいていることを明らかにしている。

「ベルリン会議の決議は， この新しい道のスタートにある。それはわが祖閣の王子和的新生への可

能性を与えてくれる。この決議は，無条件降伏によりかちとられたドイツの家事的敗北に根ざしてい

る。ドイツ人民はヒトラ一体制の結架と，ヒトラーの戦争の結果に対し支任を負わねばならない。」

「統一的，経済的全体としてのドイツの承認が， ドイツ人民に対しその平和的工業を再建し，農

業生産の向上を可能にする。……我々の労働は厳しいものとなろう。しかしそれはもはや否定と死へ

成紙するものではなし河建と生に仕えるものとなろう。我与は遂を明るい未来にみい出すだろう。

民主的原刻にもとづく自治，反ファッショ・民主主義政党およひ、自由な労働組合のドイツ全域におけ

る承認，集会・議演・出版・宗教の自由は，自由なドイツの政治的建設を可能にする。J
「わが人民の全エネノレギーがより強く解放されればされるほど，その成果はより早くより継続的

に達せられるだろう。そのための保証は，全ての反ファッショ民主主義諸勢力のかたい団結である。

我々は，我々人民とドイツの字補な未来の形成のために，決定的な協力をここに訴える。j

ベルリン会議のさなか， 7月初日にアメリカ・イギリス・ソ連・フランスの4カ閣による

連合国統制協議会 (AllierteKontrollrat， AKR)がベルリンに設置された。 AKRはポツダム

協定にもとづき， ドイツ全域に共通する問題の基本方針を作定した。東沼ドイツの分裂が決定

的となる 1948年までに， AKRは3つの宣言 (Proklamation)，4つの命令 (B巴fehl)，61の法律

(Gesetz)， 57の指令 (Direktive)を出している。それらは，寧国主義の残浮の粛清(命令第1号，

法律第8考， 1945)，ナチズムの残涛の粛清(法律第1号，第2号， 1945)， 1. G-Farben会社の

解散(法律第9号， 1945)，司法制度の民主的改革(法律第4号， 1945)，ナチス犯罪人，戦争犯

罪人の処罰・非ナチ化(法律第 10-¥ラ，指令第24，38号， 1945， 1946)，その他経営協議会，労

働組合，労撤裁判所，経済問題(労働時間，賃金，価格，税金)などにわたっており，これらは

東ドイツ地区においてはその反ファッショ民主主義的変革の基本方針として機能したが，西側

では形式的にしか実施されなかった鈎)。

6. 1945年 12月20，21臼， SPDおよびKPDの中央委員会は，合同会議を開いた31)。会議は，

従来の両党間の共同活動について総括し両労働者党の統一問題について政策上，組織上の準

絡をする課題を検討した。その結果，両党より各4人の代表を出し，統一党の尽的，涼郎，規

約を作成する委員会が設置ーされた。その後，チトi・邦単位でも合同役員委員会があいついで開か

れ，統一問題はここに大きく前進した。 1946年 1月23日には，両党の中央委員会は公開の書

簡を発し，共同の党員会議を設定することを下部組織に訴えた。ついで2月9尽には，両党共

同の機関誌である "Einheit“の創刊号が刊行された。 2月9-11日のFDGB第1回大会も，そ

の決議で統一労働者党の結成を要請した3ヘ2月26日の両党中央委員会の第2回合同会議は，
ドイツ社会主義統一党 (SED)の原尉・目的・規約についての原案を採択し下部討議に付し，

統一大会を4月21，22日に開くことを予定した33)0 3月2，3日のKPD第1関全国会議は，全

ドイツ地区より 400人の代議員が参加し， SPDとの統一を可能な地区ではただちに始めること

を決めた34)0 3月98より月末にかけて各郡 (Kreis)単位で開催された両労働者党の代議員会

議は，郡の党組織の統一を決議し，両党の統一は下から実現していった。このような統一への

動きは西ドイツ地!まにおいても，ノレール地方， ライン)11中・下流地域，パイエノレンなどを中心
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にすすんだ35)0 SPD右派はシューマッヘルを中心に統ーを阻止すベくベルワンに攻撃を集中

した。ベルリンの SPD内部の分裂プラクションは規約を無視し，統一を組止すべく全員投

を強行した (3月31日)。それは， KPDとの却時の統一を支持するか，それとも KPひとの悶

盟関係を維持するか， というあいまいな設問であったが， 66，246人のベルリン SPDメンパー

(うち商ベルザンの党員 39，716人)のうちこの投票に参加したのはお，019人であり，全メンパ

ーの三分の一強にすぎなかった。投票者のうち 19，529人は，即時の統一 J には反対したが，しか

しそのうち 14，663人はKPDとの密接な[r:iJ盟を維持すべきであり兄弟党間の争いをすべきでな

いとした。結局，統・ないし同盟36)に反対したのは残りの 5，568人(全体の 85'"0)のみであり，

この分裂主義的策謀は失敗した36)0 4月68，ベルリンの SPD組織は，これら SPD内の統一

反対者によるツェーレンドルブで‘の問ベルリン「党大会」の強行により分裂した。アメリカ

政府副司令官クレイ将軍は， 4月4日に「ベルリンのアメリカ占領当局は (SPD)中央委員会を

ベルリン SPD指導部として認めようとは決して考えなしリと言明し公然とベル1)ン SPD組

織の分裂を支援したし，ベルリン SPDの分裂主義的指導者 Klingelhoferは 4月11日，

円Tagesspiegel“誌に， r1946年 4月7臼以米，ベルリンは橋頭盤となった」と述べている37)。

しかし以上のような SPD内の右派指導部の動きにも拘らず，東ドイツ地区での両労働

者党の統一はすすんだ。すで、に市町村部段階での組織的統一はすすんで、おり， 4月7日にはザ

クセン，ザクセン・アンハルト， テューリンゲン， プランデンブノレク， メグレンブルクのナH，
邦段踏では統」党大会が実施され 4月 14日にはベルリンでも統 J 大会が開かれた。 そして

4月四日には， KPD ~r 15回大会およびSPD第40出大会が開催され，それぞれ珂党の統一

を決議し 4月21，22日には統一大会が開かれ， ここにドイツ社会主義統一党 (SED)が創設

された。大会には，西地区代表233人を含め 1，055人の代議員が参加しその内訳は SPD53%， 

KPD47%となっている(党員 1，298，415人向。大会は，決議 rF'イツ社会主義統一党の原則と

目的J，規約 rドイツ人民への宣言」を採択し39)，SED 

ークを選出した。大会決議には次のように記されている。

にO.グローテヴオールと W.ピ

f12年間のファシスト独裁 6年間のヒトラ一戦争は， ドイツ人民をその歴史上もっとも恐るべ
き経済的・政治的・道徳的破滅に陥れた。ドイツは，廃媛の野に化した。ヒトラーファシズムは，金

融資本の絞も聖子家な反動的，帝国主義的部分の支配の道主主で、あった。労働者の分裂により， ファシズ

ムは権力を学援した。;恐るべきテ口ノレによりそれはすべての民主的権利，白白を否定し， ドイツを平

率的牢獄と化した。」

「この磁滅からの出口はどこにあるか? 不国主義帝国主義的権力・戦争政策は， ドイツをして

2度も最大の民族的不幸におとしいれた。平和の篠保， ドイツ経済の将建，統一ドイツの建設は，ヒ

トラーファシズムの残浮を残らず:撲滅し，軍国主義と'II'i闘志裁を粛清することを必妥としている。二

度とふたたび反動の支配を許してはいけない/ そのためには，労働迷動の統一と全ての反ファッ

ショ民主的政党のブロックとが設も1主主主な前鎚条件となる。j

「過去のきびしい経験は次のことを教えている。すなわち，労働者A階級は， 自らの戦列の分裂を

克服し，ドイツ社会主義統一党を創出し，すべての勤労人民を自己のまわりに結集しえたときにのみ，

彼らは新しい自由な不可分のドイツ共和国の建設に指導を発揮しうるであろうし，政治的・経済的・

文化的・精神的諮関係を変革する第1歩を踏み出すことができるし，又社会支義の建設にむけて歩み

出すこととなるう。したがって， SPDとKPDとの統一は， もはや延ばすことので、きない現在の至

上命令である。J

このあとに大会決議は， 14項目にわたる「当面の要求jをかかげている。その概要を示す



東ドイツにおける反ファッショ・民主主義的教育改革 (1945-1946) 27 

と， (1)すべての戦争犯罪人の処罰，立法，行政上でのヒトラ一体制の残浮の捺去，すべての
公務員・経済的指導者からのファシスト・反動の追放， (2)資本主義的独占の除去， (3)大土地

所有者の奪権と民主的土地改革の実施， (4)民主的選挙による自治行政機関の創出， 自治体公

務員・教師・裁判官・企業管理者として有能な勤労者合体系的に養成すること， (5)すべての

公企業，地下資源，鉱山，銀行，保険金業を，市町村，チト1.邦ないし全ドイツ政府へ移管する
こと，経済会議所 (Wirtschaftskammer)の運営における労酪組合，協同組合の問権による協

織の保障， (6)経済計画にもとづく経済の再建， 工業・手工業における生活必需品の生産の計

画的助成， (7)民主的租税改卒， (8)民主的人権の確保，表現の自由(反動的策謀から民主的掴

家の安全を守る範留で)，宗教・信条の自由，法の前の平等，公的生活での婦人の問権， (9)団

結権，ストライキ権の保障，経営協議会の承認とすべての経営・生産問題についての問権の協

働権の保障， (10) 8時間労働日，労働保護制度，統一的社会保障制度，母子青少年保護制度の

設置， (11)全陶冶・司iI育制度の民主的改革，統一学校の創設，進歩的民主主義・諸民族友好・

真のヒューマニズムの精神による青少年の司iI育，才能・能力に応じての鞠冶への権利の保障，

国家・学校と社会との分離，文学・芸術・科学の助成， (12)反ファッショ・議会主義的・民主

的共和国としての統一ドイツの創設，反ファッショ・民主主義政党による中央政府の設置，

(13)賠告主義務の承認， (14)人種憎悪，他民族憎悪に対する闘争，他国民との平和的共存。

1935年の KPDブリュッセル会議で、提起され， 1939年のベルン会議で発展されたKPDと

SPDとの統一問題は， ここに実現した。労働者階級はそれを代表する単品の政党をもたない

と社会主義革命はもちろん，反ファッショ民主主義革命をすら実現しえない，とするファシズ

ム下で形成された KPDの綱領路線はここに実現した。統一を可能にした歴史的条件は，反フ

ァシズム・民主主義・反帝国主義という三つの社会変革の基本原則であり，それにもとづいて

形成された上記の 14の闘争目的であった。「決議jのなかの「社会主義をめざす闘い」をも含

めて，ここに東ドイツにおける反ファッショ・民主主義革命の基本路線、は，労働者階級の共通

の基本路線となった。

7. 以上，東ドイツ地区における教育改革をど検討するに当たってのいくつかの基本的前提事療

についてみてきた。 AKR，S羽ADなどの占領機構の設寵，地域単位から始った自治体変革，

政党活動の自由の保障ならびにそのもとで形成された4党の反ファッショ・民主主義ブロッ

ク，労働組合活動の統一と FDGBの創設，反ファッショ・民主主義ブロックにもとづく丹、1.
邦行政府およびドイツ中央管理局の設置，東ドイツ地区における反ファッショ・民主主義的社

会変革を国際法的にも正当化したポツダム協定，およびここでは触れなかったところの民主的

土地改革ならびに独占諸企業等の自治体移管の開始，などは，それとして反ファッショ・民主

主義的教育改革の基本的前提条件をなすものである。なかんずく反ファッショ・民主主義的統

一戦線の結成と反ファッショ・民主主義ブロックによる国家権力(地方権力)の形成とは， 日

本の戦後教育改革とは奥るところの東ドイツ独自の決定的前提条件を意味している。同時に重

要なことは，これらの前提条件のなかですすめられた社会変革が，その当初からブソレジョア民

主主義革命の徹底的遂行とL、う基本戦略のもとに推進されたということである。もちろんソヴ

且ト占領療の駐留とし寸条件は，この社会変革にとり有利な条件であったことはいうまでもな

い。 しかしそのもとで展開された社会変革の基本路線はKPDを中心にドイツ人民がっくり

上げたものであり，少くともこの点では日本の戦後改革の主体的条件とは大きな差をみせて

いる。
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第2節 反ファッショ・民主主義的教育改箪のはじまり

1. ソヴェト憲政府 (SMAD)命令第40号と国民教育中央管理局 (ZVFV)の施行令

ドイツ地誌の戦後教育改革を規定した基本方針は， ポツダ、ム協定とソヴェト軍政府

(SMAD)の命令第40号である。既述したようにポツダム協定の教育条項は， rドイツの教育制
度は，ナチス的・ 2事国主義的教義が完全に追放され，民主主義的理念の効果的発展が可能にな

るように監規されねばならなしリと述べている。 SMADはこれをうけて， ポ協定の施行命令

に相当する命令第40号を公布した (1945.8. 25)。 この命令は，国民教育ドイツ中央管理局

(ZVFV)，各州邦政府長官 (Prasident)，Kreis (在日)の郡長 (Landrat)，および市長 (Burger-

meister)などにあてたもので，次の項目の内答に及んで、いる1)。

a) 授業および;~Wi'守を，ナチズム・ ljí.国主主主・人純潔論ならびに!むの反動的理論から完全に解放し，

前悶主義的準仰を砥論的にも実践的にもせんとするあらゆる要素から解放するための措置をとる

こと。

b) 国民学校， J二級学校 (Oberschule，Aufbauschule， Gymnasium)， 専門・高等専門学校の授業を
9 f11日より開始すること。

c) すべての私学を，州・邦・郡・県・mなどの公立学校とし，地方当局の権限下におくこと。普通
ないし専門の私立学校は禁止する。

d) 9月15日までに学校の教授計回 (Lehrplan)を作成し， ZVFVを通して SMADの同意、を得る
こと。

e) ファシズム体制下の教科3はその使用を禁止する。また校長，教師の資任においてこれらの教科
J?を生徒から回収すること。
f) 教科書の作成を禁制すること， その際1933守三以前の教付;??が利用されるべきこと。 これらの教
科書については SMADの同意を得ること(感民学校は9月10日まで， オーベJレシューレは10月

1日までに)

g) 1933年以前に刊行された学校凶忍の中から挽せん日銀を作成し， 9月15日までに SMADの同
主主を得ること o

h) 以前教識についていたすべての教師を抱援し，その中からファシスト総織に積極的に参加してい

なかった教側で，かつ子どもの綬業において民主的原則にもとづき，ナチズム・人頭理論・軍国主

義を払拭できる能力をもっ教師を任用すること。

i) 民主主義的・反ファッショ的な知識人の中から，臨時の長成をうけ悶民学校・上級学校で{効くこ

とを欲しているものを採用すること。

この命令は内容的には， 1945年2月の KPD政治局作成の教育改革の緊急措置， 6月 11日

の KPDr呼びかけJ，6月11日のベルリン参事会 f学校制度の再開に関する暫定方針i)，8月
22 Bのベルリン反ファッショ・民主主義ブロックの緊急プログラムの教育条項めなどとほとん

ど同ーのものである。このことは， SMADの占領政策がポツダム協定の遊守とドイツ国民の

自決権の尊重を前提条件としていることのひとつの証左である。

同時に命令は，以上の課題のうち，教師の人事，学校管理機関の長の人事，教師の養成，

再教育については州・邦・郡単位のソヴェト筆可令官の監督・承認事演とし教授計画，授業

時間表，教科蓄，教材，教員養成講習会の内容等については SMAD教育課の監督・承認事項

とした。ここからもわかるように，主として教育関係人事については邦・州単位のソヴェト

政府が担当し，教青目的・内容については中央の SMADが統一的に担当することとなった。

つづいて 9月初日， ZVFVはこの命令40i予を具体化すベく f学校待開についてのソヴェ

ト軍政府最高司令官の命令に関する国民教育ドイツ中央管理局の施行令」および付属文書「教
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授計画の作成方針Jを公布した4)。 この施行令は，各州・郊の具体的改革措置の基準となるも

ので，それ自体としてただちに拘束力をもつものではなく，一般原則を定めたものであった。

「施行令Jに規定された内容は次のとおりである。 (1)授業の開始を 10月1Bとする。 (2)

学校形態は原則として従前のそれを変更しない， (3)学校での宗教授業は禁止する， (4)教授プ

ランは暫定的なものとし移行計繭とする， (5)国民学校につぎの新しい科目を入れる。外国語

(第5学年よりロシア語，英語， プランス詩のいずれかひとつ)，代数・幾何(第7，8学年)，物

連(第6学年)，なお第8学年には外国語，数学，物理の選択補充科目を入れる。 (6)菌民学校

に第9学年を導入する， (7)絢冶レベルは 1933年以前のレベルを罰擦とする。教授プランの作

成にあたっては 1933年以前のそれを利用してもよい。ただし， ナチズム・ 2字国主義・帝国主

義的傾向のものは除外する。 (8)療史科は， 実施条件がととのうまで他の科目でふりかえる。

開始予定として一応 12月1日をめざす。 (9)上級学校(オーベルシュ -v，ギムナジウム，ア

ウブパウシューレ)ではロシア語を必修科目とする。 (10)邦・川作成の教授プランは 10月1B 

までににZVFVに提出する。 (11)廃棄処分の学校図書目録，および1933年以前の学校図書で
使用予定の間番目録についてはZVFVに提出する。 (12)教師の解伍・採用状況を 10月15日ま

でに報告すること，再任mのばあいはその理由を付すこと， NSDAP (国家社会主義労働党)の
メンパーで再任用されるものの数を報告すること， (13)教踊に対する政治的陶冶(ナチズム・

帝国主義・箪国主義の克綴)の実施計画をたて，その方針，結果を 10月15Bまでに報告する

こと， (14)臨時助教師 (Schulhelf巳r)の任用に当っては，民主的傾向，態度，教育能力，一般

陶冶の保有状況を基準とし自己陶冶の自覚的意思のあるものも適格者とする。 (15)教員養成

は正規の養成課程と同等レベルのものとすること， (16)教員の任用に当り，州安1"1行政機関は区

域内の需要数，臨時助教師の養成数，養成結果，養成計画をZVFVに報告すること。

以上の三つの基本文香(ポ協定，命令第40号，施行令)は，学校再開を目前としたこの期

の教育政策を示す基本資料である。それらは主要には，教育目的・内容，教員問題，学校制度

を中心に定めてあり，東ドイツの戦後改革がこの分野を中心に開始されたことを示している。

以下，これら三つの基本資料を中心にその特徴をみることとしたい。

1. 教育の鼠的規定についていえば， 上述のポ協定および命令40号のほか， 施行令にはつぎ

のように定められている。 r学校は，他民族に対する尊敬と平和的協力の精神で青少年を教育
し，彼らのなかにいつの日か自由で王子和的諸民族の共同体のなかで価値ある場所をしめるとこ

ろの新しい民主的ドイツの共詞形成者およびその自覚的にない手となる意思を覚醒させる，

とし、う在務をもっ。」命令40号の (a)の目的規定は， ファシズム・軍国主義というドイツ人を

支配している否定的精神状況の克服を意図したものであり，施行令のそれは人間形成の新しい

価値を確認した罰的競定となっており，それぞれがポツダム協定の教育条項に対応している。

この目的規定からは， SPDの「呼びかけJ(1945. 6. 15)にあった社会主義的苦11脊は消え逆に

CDU， LDPDなどを含めた反ファッショ・民主主義的政党ブロックの結成コミュニケにある

「ナチスイデオロギーの害毒ならびにすべての帝国主義的・筆画主義的思考との闘争Jrすべて
の諸国民との相互尊重にもとづく関係の形成と信頼の再建jなどの課題意識との共通性が全面

的に出ている。戦後改革は，これら教育目的規定における国民的統一の実現から出発した。

2. 教育目的の実現は，それに対応する教育内容・教師集団の形成を必要とする。両者は密接

な相互関係，相互規定性をもっており，かっその時点での教育関係諸科学の水準ならびに教師

の教育意識・教育力の水準に規定される。これらの水準を無視したところからは教育改革は出
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発し得ない。 この視点からさきの命令 40号および施行令をみると， いくつか特徴的な事実を

指摘できる。

まず気づくことは， 1933年以前のワイマール共和制期の教育が否定の対象とされていな

い，ということである。ファシスト独裁期のそれが全商的に否定されていることは当然である

が，ワイマール期に関してはそうではない。この期の教授プランは利用可能とされているし，

戦後改卒の陶冶レベルの到達水準はワイマール期のそれを目標としている。教科書，学校関

なども特定のものを除いては使用してもよいとされている。このような措置は，かつての

KPDや NKFD(自由ドイツ援i民委員会)の戦後改革構想からは予想できないものであった。
そこではワイマール期の教育は否定されていた。それではなぜ、このような事態となったのか。

結論的にいえば， 1945年のこの期には，ワイマール鶏の教育実践・教育学を克服するところの

実践的・理論的成果をドイツの教師はもちあわせていなかった，ということであり， ワイマー

ル期の改革教育学がもっている一定の進歩性(教育と生活の結合など)に依拠するところから

しかこの期の教育は出発せざるを得なかった，ということである。そしてそれ以上に無視し得

ないのは，戦後教育改革に当った教師のほとんどが，改革教育学の影響を受けており，それに

かわる実強的展望をもっていなかった，という事実である。ファシスト教師を追放したあとに

採用された「新教師」はいまだ充分な教育学的調練をうけておらず，熟練教師のほとんどが反

ファシストであっても，教育学的にはワイマール期の進歩的教育学による訓練しかうけていな

いことを考癒するならば，戦後教育改革の出発はワイマール期の教育の全面否定からは不可能

であったしかつまた実践的にはそれ以外の道は非現実的で、あった。改革教育学との本格的論

争を展開するためには，更に反ファシズム・民主主義の教育実践の蓄積を必要としたので、あ

り，それは 1948，49年時点ではじめて可能となったので、ある。

3. 第3に注目すべきは r施行令JI'こ示されているように， 歴史授業の再開が遅れている，
という点に関してである。康史授業が開始されたのは，この施行令が定めている予定期日より

更におくれ， 1946年9月以降であり，ベルリンでは 1948年9月であった。反ファシズム・反

'帝国主義・民主主義を基本的教育目擦とするこの期においては，療史授業はそのための主婆科

目のひとつである。 また， すでに麗民委員会自由ドイツが1944年に「ドイツ史の授業方針j

を作成していた事実を考醸するとき，歴史授業の再開の遅れは奇異な現象といえる。歴史科担

当教師の養成が始ったのは 1946年に入ってからであるということ，大学の歴史学研究者が歴

史授業に関与しだしたのが 1946年5月 (ZVFVの提唱で)であったという事実などは，歴史授

業の遅れの直接的要闘であったへ しかし， これ以外にも歴史授業を含め青少年の政治的訪|育

に対する組害要因が存した。そのひとつは，教育は非政治的であり，かつ自治的でなければな

らないとするワイマール期の学校観で、ある。学校と政治の分離の思想が実際にはワイマール期

において学校と労働者階級の分離をのみ意味していたという事実認識が，この期にまだ十分で、

はなかった。 このことが青少年の政治的訓育(反ファッショ民主的訓育)への教師のとりくみ

を遅らせた理由のひとつであった。吏に又，もうひとつの阻害要国がみられた。それは，反

ファシズム・反帝国主義・民主主義とし、う教育箆的において教師が自覚的であっても，それを

実現する方法上の展望をみい出すことが盟難であった，ということである。反ファッショ民主

主義的原則に立つ陶冶・訪日育実践の歴史的蓄積幸子ドイツ教師はほとんどもっていなかったし，

又それに必要とする政治的・歴史的知識をも有していなかった。反ファッショ・民主主義的教

育改卒がもっ教育自的が教師にとり意識的目的に転化するためには，戦後改革の社会的諸過程
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に対する教舗の現実認識の深化が必要であったし目的実現のための教育方法上の手段の開発

が進まなければならなかった。それは時間と経験の蓄積を必要とし学校再開というこの時点

では，その条件はいまだ不十分であり， 1946/47学年度を待たねばならなかったので、ある。歴

史授業の再開の遅れの背景にはこのような事態が存したので、あり，かっ戦後教育改革はここか

ら出発せざるを得なかったのである。

& つぎに教育内容・教育課程の管現(教育課程行政)についてみる。 命令および施行令から

いえることは，教授プラン(日本の学習指導要領の知きもので，各教科目の隠襟，内務の配列

などを定めたもの)の作成は各州・邦の教育行政機関の権限となっており，それを ZVFV~どと

おして SMADに提示し， 同意を得るということになっている。 この点で1946/47~学年定以降

のようにZVFVが基準を作成し，各州・邦がそれにしたがうという形態とは異る。施行令の

なかには教科JJllの教授プランの作成視点は記されているが，それはきわめて一般的なものであ

り，又，各丹、1.邦で作成する教授プランも暫定プランとし、う位置づけであり，かつワイマール
期のものを参考にすることとされ，同時に教授プランは，学校・地域などの f多様な関係に適

用する可能性を開いておくことJ(施行令 7)とし寸規定にみられるように，全体としての拘束

性は弱い。つまり，最初の学年度においては，中央の教授プランはなく，各州、|・邦のそれは多

様であり，かっその適用においても多様性を認めているし，教材の選択においてもひろい可能

性が許されているのである。新しい教科警もなく，教材の選択における地域的格差の多い状況

ではこの措寵はやむを得ないといえるが，同時に，新しい教授プランを作成する過程の中で，

このように多様な実践を保障することは必然でもあった。実践の多様性を保障するということ

と，より質の高い教授プランを作成するということとの間の有機的な相互交換が，すでにこの

期に始っているといってよい。

5. 第5に，この施行令の特徴としてあげうるのは，国民学校の淘冶レベルの向上に配慰して

いる点である。施行令は，学校制度の改編には予をつけていないが，国民学校と他の中等学校

との開の伝統的な格差の是正に着手している。外関語の導入(第5学年)，代数・幾何(第7，8

学年)，物理(第8学年)の導入などは， 国民学校とミッテルシューレとの間の格差を是正し，

統 A学校制度に一歩前進させた措置である。また第8学年に選択科目として，第2外国語，数

・物取の付加授業を開設したのも，悶民学校の生徒の上級学校への進学を可能にした措置で

あった。統一学校への第1歩がすで、に始っていることに注目したい。

6. 第6に指播できるのは，宗教授業の禁止である。施行令と開時期 (1945.9)にZVFVによ

り作成された学校の教科別授業時間の配当表 (Stundentafel)は r宗教の授業は宗教団体の事
項である。それは義務ではなし授業のない時間に宗教母体により行われるJと一書いているへ

この措置は，従来のドイツの教育が，宗派の相違，宗教上の対立により分裂していた事実を考

慮するとき，扮らかに前進を意味した。 SPDの教育政策家 M.Kreuzigerは r信仰上，世界
観上のク。ループにしたがって学校をわけることは，反ファッショ諸政党の共同の戦線，および

関民の民主的統一を危くすることになるj と述べているが7)，かかる意味においてもこの拾

は適切であった。 1848年のドイツ市民革命の始り以降一貫して課題とされてきた教会と学校

の分離は，ここに至ってはじめて実現しえたので、ある。

7. ポツダム協定，命令40号，施行令がもっとも重視したのはファシスト教師の追放である。

反ファッショ・民主的教育改革にとって，ファシスト教師の追放はその中心をなす課題であっ

た。この点で東ドイツの戦後改卒は， 日本や西ドイツのそれに比して徹底しており，著しい特



東ドイツにおける反ブアツジョ・民主主義的教育改苓 (1945-1946) 33 

徴となっている。この問題については，第2節で述べる。

1) Richtlinien der Deutschen Verwaltung fur Volksbildung in der sowjetischen Besatzungszone 。eutschlandsfur das Schulwesen. Volk und Wissen Verlags GmbH， Berlin/Leipzig 1948， 
S. 7 ff. 

2) Monumenta Paedagogica. Bd. V1， Volk und Wissen Volkseigener Verlag， Berlin 1970， S. 

176妊.

3) Dokumente und Materialien zur Geschichte der deutschen Arbeiterbewegung. Reihe III， 

Bd. 1， Dietz Verlag， Berlin 1959， S. 115 f. 

4) Monumenta Paedagogica. Bd. V1， S. 183 ff. 

5) Gottfried Uhlig: Der Beginn der antifaschistisch-demokratischen Schulreform 1945-1946. 

Akademie-Verlag， Berlin 1965， S. 94. 
6) Monumenta Paedagogica. Bd. V1， S. 188. 

7) Demokratische Schulref orm. S. 23. (1945年11月413の KPD，SPDの民主的教育改革に関する合

隠滅談会の報告)G.ウーリッヒの前掲警 99ベージ参照。

2. ファシスト教締の追放と「新教師Jの養成

ファシスト教師の追放と新しい教師の補充・養成の問題は，反ファッショ・民主主義教育

改革の成否の鍵をにぎる本質的問題である。東ドイツ地区の戦後教育改革はこの点で西側地区

とは極立った違いをみせている。

戦後教育改革は，ファシスト教師の追放とともに始ったといってよい。 1944年の KPDの

「戦間的民主主義ブ P ックの行動綱領ムブッヘンヴアルト強制収容所内で作成された「学校政

策上の緊急措寵J(1944. 8)， 1945年4月の KPD政治局の「赤軍により占領されたドイツ地誌

におけるドイツ反ファシストの活動方針j，NKFDの結成宣言 (1943.7)などのいずれの文書

札教師・学校管理諸機関のなかからのファシストの追放を要求している。

この課題は解放後ただちに開始された。関連規程の制定でみるとベルリンが早く， 1945年

6月1113のベルリン学校課の「学校制度の再開に関する暫定方針」では rナチス党， SS， SA， 
NSKK，婦人向盟などの積極的メンバーは，すべてただちに学校活動から排斥されるム「同様

に特にナチズム・寧爵主義精神でぬきんでた発言をい文書を出し，行動した教師にもこのこ

とは適用される」と定められている。

反ファッショ・民主主義ブロックの 4党の f呼びかけj，結成コミュニケ， 4ヵ国最高E司令

官の戦後最初の会議 (6月5日)の宣言なども，すでにみたように非ナチ化では一致している。

ポツダム協定 (8月2日)は r名目以上のすべてのナチス党員，連合閣の目的に敵対するすべ
ての人々を公共的・半公共的職務および重要私企業の責任的地位から免職し，……j と定めて

いるし， 4カ闘の連合国管理委員会 (AKR)の指令第24号 (1946.1. 12)は，ポ協定のこの規程

をうけて，免職対象者の判断基準ならびに適用される職務・地位の範聞を指示した1)0 SMAD 

命令第40号もすでにみたように教師の審査を行いファシスト教師j以外の教師のみを再任用す

ることを命じた。

ところでAKR指令第241i予に示された公職追放の基準・範囲はどのようなものか。それ

は， 追放対象者として「積極的に， ないし名目以上に国家社会主義党に所属していた人間j，

「連合簡の努力に敵対するところの人間」をあげており，つぎの4類裂を予定している。 (1)職

務上あるいは他の方法で，党の地方ないし全国綴織の中で積極的に活動していたもの，或いは

党に付属しているか， 事国主義的教義を劫長している組織の中での積極的活動家， (2)ナチス
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の犯罪，人種犯罪あるいは正義に反する行動を是認し，戒いはこのような活動にすすんで参加

した人， (3)ナチズム・軍国主義教義・人種教義を公然と支持していた人， (4)自由意思で，

NSDAPおよびその指導者，高官に対し，道徳的，物質的，政治的に何らかの方法で援助した

もの。 また「公共的職務」は， 関家・地方公務員のすべてを含み r半公共的職務」ないし
「重要私企業の寅任的地位j にあるものについては「私人ないし宗教団体によりなされる教育

の分野では，教授者のみならず当該施設の管理組織のすべても含まれるj とされ，教育関係者

は公・私を関わず公職追放の対象とされた。以上のAKRの指令内容からしても，教師の追放
は広範にわたることが予想された。

1945年5月，東ドイツ地芭の普通学校には 39，348人の教師がおり，そのうち 28，179人が

ファシスト党の所購者であり，残りの 11，169人のなかにはSA，HJのメンパーが多数含まれて

いた。これらファシスト教師の多くは 1945.10. 1の授業再開までに追放されたが， 1946. 1. 1 

の時点では，なお名g党員が8，037人残っていた。したがって， 1945年中に2万人の教師の欠

員が生じたことになり， それ以外の教師に対する需要も含め(移住者の急増など)国民学校，

Mittelschule Sonderschuleにおいては4万人の新たな教師を必要とした2)。

ファシスト教師の追放は，チH.邦によってかなりの相違をみせている。ザクセンリ‘1'1におい

ては 10月1Sにはなお5，500人のナチス党員が残っていたが， 11月1日の州政府命令により

11月31日までにファシスト教師はすべて追放された。 ベルリン，メクレンアールクにおいても

事態は同じように推移しこの地区での追放はほぼ1945年内に終った3)。プランデンフツレクにお

いては，邦政府は当初 7，000人の教師のうち三分のーがファシストであると認めていたが，追

放該当者を減らすことにより 1946.12. 31にはなお898人のかつてのナチス党員が教職につい

ていた。 同様の傾向はテューヲンゲン， ザグセン・アンハルトにもみられ，そこでは追放対象

者が指導的地位にある者にのみ限定された結果， 1946年1月1Sには，それぞれ2，589人，

4，075人のナチス党員が残っていたし， ザクセン・アンハノレトでは 1946年末になってもなお

3，810人が残った。テューリンゲンおよびザ、クセン・アンハルトのこのような遅れは，両地区が

1945年7月までアメリカ箪により占領されており，古い行政機関が残り，非ナチ化のサボター

ジュが強かったことに帰国する。 両地区の行政機関のナチス追放が終ったのは 1946年1月で

あり，ファシスト教舗の追放が完了したのは 1948年であったぺ

既述Lたように，ファシスト教師の追放は2万人以上の教師の欠員を一時的に生み出し，

普通陶冶学校のみで4万人の教師を新たに必要とした。当時教師の平均年齢は52.5歳であり，

22.7克は60歳以上であり，高年齢化がすすんでいたヘ 45年10月1白からの授業の再開を目

前に教師の補充は最も緊急な課題となっており， しかもポツダム協定にいうように補充教師は

反ファッショ・民主主義的ドイツの建設に麓極的に参加しうる教師でなければならなかった。

しかし優れた反ファシストは他の活動領域でも必要とされていたのであり，このj欝からの補充

には限界があった。大学，ギムナジウム卒業者は数に制限があり，かっこの層には特にファシ

ストが多かった。結局，学歴水準は低いがドイツの民主的変革に最も理解を示し得るところの

労働者震から新しい教師を補充する方針がとられた。 ZVFVの施行令は， 司教師として)獲得

される者が，精神的に自覚しており，かつ自己胸冶を自立的に発展させようとする限仏国民

学校卒業者であっても十分であるJとした。かくして，新しい教師は，労働者層を中心に，自

覚的反ファシスト層から非ファシスト層までを含め，学歴は低くとも教師としての自己陶冶に

自覚的である層から獲得されることとなった。
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教員の補充を最初に実施したのはベルリンであった。ベルリンでは他地区より早く 6~7

月には授業が開始された。市参事会の学校管理機関は，事前の養成なしに2，000人におよぶ助

教師 (Schulhelfer，Laienlehrer)を採用し，学校の再開を実現した。彼らは，正規の授業担当

の半分を担当し，残りの時間は熟練教師の授業を参観したり，週1Elの研修会に参加した。他

地区においては 10 月 1 日の学校開始以前に 1~2 カ月の短期講習会を実施し助教簡を養成し

た (1946年はじめまでにはザ、クセン 7，349人，プランデンブルク 2，039人，メグレンブルク 1，500

人，ザクセン・プンハノレト 417人，テューリンゲン333人)6)。かくして 1945/46学年度には 15，000

人の助教師が授業を実施し，最低限の授業の再開条件がっくり出された。

しかし以上の措麓は臨時的なものであり，なお2万人の教師が不足していた。 ZVFVは

SMADと協議し， 1945. 12.6にSMAD命令第 162号を公布し， 8カ月の教員養成講習会を開

催すること合決めた(ザクセン 9，000人，ザクセン・アンハルト 9，000人，テユーザンゲン4，500

人，プランデンブルク 3，000人，メグレンブルク 2，500人，ベルヲン 1，200人，合計28，000人PO
SMAD，民主主義ブロック 4政党， FDGB，各州、i・邦行政府などの強力な指導と援助で， 8カ

月講習に2.4万人(内女性 11，279人)， 2カ月議留に 3，340人(ザクセン)の参加者を獲得する

ことができた8)。参加者は，その 76克が30歳以下で，国民学校卒業者54%，中等学校卒業者

32%，高等教育機関卒業者 14%となっており，労働者出身55%，農民5.4%となっている (93

カ所で開催)。 カリキュラムは， 14教科目， 1，152時間(講義800時間，実習 352時間，適当り

36時間)で，一般教育科目(時事問題， ドイツ史， ドイツ語，文学，地理，生物，数学)は544

時間，教育学(心理学，教育学，一般教育方法論，教育労働級織編， ドイツ語教育法，算数，

幾何教育法，理科教育法，燦史・地狸教育法，工芸・図画，試験)は608時間となっておりへ

本格的な教員養成課程となっている。このカリキュラムに必要な教授プランは， ZVFVが教育

学者，教師と共同して作成した。その内容は改革教育学の影響をもつもので(講師の 67%は

20年以上の教職歴をもっ)， マルクス主義教育学を基礎とするものではなかった。講師の党派

別構成は， SED54%， CDU9%， LDPD9%となっており， 50%が大学卒業者で占められて

いるが，必ずしも有能な講師をのみ結集し得たわけではない向。

講習会参加者のうち修了生は 75~80克で高い率ではないが，修了生の政治的自覚は向上

した。 プランデンブルグの場合， 民主主義ブロック政党への加入率は， 入学時の 25.6克より

60%へ， またザグセンチHにおいても修了時には69%が政治的に組織されている向。 これらの

数字はファシスト教師の追放と民主主義的教師によるその描充というポ協定に示された基本政

策の忠実な履行の証左といえる。 8カ月講習を修了した教師は， 1946学年度の開始 (1946.10. 

1)と河時に教職につき， 欠けていた4万人の教師の補充は， 完了した。彼らは r新教師J
(Neulehrer)と呼ばれ， 以降反ファッショ・民主主義的学校改革の有力なにない手として成

長していくこととなった。反ファッショ・民主主義的教育改革の中心的課題はかくして実現

した。

なおここで， この期 (1945~1946. 6)の教員組合の状況についてみておくこととしたい。

ワイマール期の教師は，教員組合への加入という点からみても学校制援と同様に分裂状態に

あった。国民学校教師の多くは， ドイツ教員連盟 (Deutsche Lehrer Verein)に加入してい

た。しかしそれ以外にも宗派別の教員連盟 (LehrerVerband)があり，また上級学校教師はよ

り反動的なドイツ言語学者連盟 (DeutschePhilologenv日rein)を結成していた。これらの教員

連盟は，労働者との結合は弱ししたがってまたファシズムとの反対闘争を組織しえなかった
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ことはいうまでもない。

1945年のドイツの解放は， ドイツ教師の組織化をただちに助長したわけではない。 6割近

い教師の追放後，残りの教師がすべて反ファシストであったわけではない。むしろその多くは

非ファシストでありワイマール嬬の教員連盟の影響を強く受けていた。新しく入ってきた助教

師は反ファッショ・民主主義改卒の支持者ではあっても有能な教師であったわけではない。こ

のような状況のなかで、教員組合の結成が遅れたとしてもそれはやむを得ないことであった。

1945年8月2113，反ファッショ・民主主義的教師のグループが教員連躍 (Verbandder 

Lehrer und Erzieher)の結成会呼びかけた。

「教姉諸;m-/重大な持が来た/我々 のーとtこは，世界から期待され要求されているところの， ド

イツ青少年女新しく教育しなおす支任が負わされている。……この事業の大きさを前にして，またこ

の義務の厳粛さを前にして，教部集団の{間々のグノレープの間のすべての区別は意味のないものといえ

る。組織的にいっても，我々は統一学校への途上にあることをみい出す。・…・・それ故，あらゆる学校

のすべての教師集団は，自己の決意により，すべての教舗を統一した労働経合に団結することを婆請

する。細分化は，わが学校制度の側々の部分と，そのなかで働いている教師の利主主を踏みにじるもの

となろう。JI教員組合は，幼稚園から大学までのすべての学校のプログラムのにない手となるし，世
論のなかで先頭になって闘う開拓者ともなる。j12)

この「呼びかけ」の意関しているところは明確である。当面する学校改革の基本課題のひ

とつが統一学校制度の形成にあるという自覚を前提として，それに照応した教員連盟の統一を

訴えている。ワイマ…ノレ期の教員連盟の分裂状況の物的基礎が学校制度の二元性にあったこと

を考慮するならば，この IPfびかけ」の趣旨の重要性は容易に理解しうるし，明らかな前進を

示している。 しかし地方，かつての教員連盟 (DLV)を引きついでし、る古い教師は，依然、とし
て教員組合より教員連盟を志向していた。また教員組合を志向する教師のなかには，教員組合

を行政機関に対する反対綴織としてイメージしていたものが多かった。加えて教育の政治的中

立の意識，イデオロギーが，学校自治の要求と悶様になお支配していた。ワイマール期初期の

戦闘的教員組合の要求の基本に「学校自治Jがすえられていたが13)，それは官僚的支配のもと

で有効性をもっ主張であって，教育行政機関を含めて反ファシズム・反帝国主義，民主主義の

原理で学校を組織し再編成することを基本課題としているこの期にあっては，このような主張

はすでに限界をもつものであった。

1946年はじめ，教員連盟の役員会議は教員連盟の労働組合原則J'a:切らかにした。そ

れは20の原尉から成っており，うち7原則は一般的組織問題を， 6原則は教師の法的，物的地

位について，あとは学校制度の改革についての原別であり，ここには，一般的政治問題はとり

あげられていなし、14)。反ファッシ z・民主主義的秩序の創出という最も重要な政治課題との関

連で教員総合の性格を規定していかなければならないときに，この点とかかわって方針を出せ

ない弱さをこの期の教員連盟は依然としてもっていた。教員連盟の指導で，教師が労働者とと

もにはじめてデモに参加したのは， 1946年 5月のメーデーにおいてであった。教員連盟が，連

盟の狭い枠をこえ労働者階級の諸組織と共同関争を展開するのにはなお時間を必要としたので

あり，この期の教員問題の中心は矢張りファシスト教師の追放と新教師の養成にあったといっ

てよく，この点にこそこの期の特徴があった。

。DasPotsdamer Abkommen. Staatsverlag der DDR， Ber1in 1979， S. 281 ff. 
2) V gl. Monumenta Paedagogicll. Bd. VI， S. 38. 
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3) Uhlig， G.: Der Beginn .，. A. a. 0.， S. 115. 
4) Ebenda. S. 116 f. 

5) Ebenda. S. 123. 

6) Ebenda. S. 127. 

7) Ebenda. S. 128. Vgl. Die deutsche demokratische Schule im Aufbau. Volk und Wissen 

Verlag GmbH， BerlinjLeipzig 1949， S. 27. 
8) Uhlig， G.: Der Beginn ... A. a. 0.， S. 131. 

V gl. Aufruf des Blocks der antifatistisch.・.demokratischenParteien des Landes Sachsen und 

der Landesverwaltung Sachsen vom 20. Dez. 1945 zur Gewinnung von Neulehren. In: 

Dokumente und Materia1ien zur Geschichte der deutschen Arbeiterbewegung. Reihe III， 

Bd. 1， S. 344f. 
9) Uhlig， G.: Der Beginn ... A. a. 0.， S. 133. 

10) Ebenda. S. 136. 

11) Ebenda. S. 136. 

12) Monumenta Paedagogica. Bd. VI， S. 181. 

13) Das Schulprogromm des Deutschen Lehrervereins von 1919.， In: Quellen zur Geschichte der 

Erziehung. Volk und Wissen Volkseigener Verlag， Berlin 1978. S. 487. 

14) V gl. Uh1ig， G.: Der Beginn ... A. a. 0.， S. 140 f. 

3. 皮ファッショ・民主的教育改革と住民

反ファッショ・民主主義的学校改革は，それに応じた学校と住民との新しい関係をつくり

出した。学校と地域社会との関部は，社会発展の水準に応じてそれぞれ異った形態をもつこと

はいうまでもない。ここでは 1945~46 年のこの期の具体的形態と特徴についてふれる。

1945年夏，学校の再開と関連して地域社会には緊急の課題が山積していた。校舎の復興・

復旧，教育設備の修繕・充足，子ども・教師の生活用品・教材・閣議の充足，学校給食の

施，保育闘の設置，撚料の調達，その他学校再開に必要な条件の整備・充実は緊急を要した。

東ドイツ地区では，これらの課題の実現のため多様な運動が総織された。ライブチヒでは

Schulgemeindeを設置し， そこに教師・父母・企業・青年委員会・婦人委員会が参加しこの

課題に当ったし，テューリンゲンではThuringen・Aktion運動，ザグセンではVolkssolidaHtat

運動を組織した。ベルリンでは "Opferdes Faschismus“委員会の提唱のもとに"子どもを救

え“ ("Rettetdie Kinder“)運動がIA範に展開され，特にこの運動は厚生・国民教育・労働・社

会保護などのドイツ中央管理局の援助のもとに東ドイツ地区に波及した1)。

以上の如き戦後一時期の特殊条件に規定された自主的運動・組織の形成とは別に，学校と

地域住民との恒常的関係を創出し，学校管理機関と協力して学校を援助し，反ファッショ・民

主主義的学校の形成を監視する機能をもっところの組織が創出された。 ザクセン・アンハノレト

の政府および両労働者党は， このような課題をもっ組織として 1945年 10月初日に父母委員

(Elternausschus)の設置を提起した。 11月には，ベルリンの参事会に中央婦人委員会

(Frauenausschus)が設置され， r平和・自由・正義・諸民族理解の精神j による学校教育，
校と家庭との協働の強化などを要求するとともに，学校の教育活動を援助し，監視することを

訴えた。教育目的・教育内容をめぐっての学校と地域社会との関係の創出は，父母の授業参観

の権利の承認という形で展開された。 さきのライプチヒの Schulgemeindeの運動は学校の救

援活動から発展し，このような授業参観念権利として認めさせるところまで歪り，テューリン

ゲンでは「授業の公開に関する規則」が制定された (1946.4)2)。教育内容・目的をも含む学
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校と地域住民との協働のこのような餅出は，のちに「教育は国民の事柄 (Angelegenheit)であ

る」とし、う教育法制の基本原理として発展してし、く。

ところでこの期の学校と父母との協働組織として最も一般的であったのは Elternaus-

schuβ(父母委員会)であった。これは， ワイマール期の父母協議会 (Elternrat)とは異る。む

しろ意識的に， ワイマール期とは呉る父母委員会が設置されたといってよい。 KPDは， ワイ

マーノレ期にプロレタリア父母協議会を設置し革命運動ないし統一戦線組織の一組織としてこ

れを位置づけ，父母住民の変革を意図したが，それは成功しなかった。しかしその伝統はドイ

ツ労働者のなかに引きつがれており， 1945年のドイツ解放後ふたたび労働者のなかから父母協

議会 (Elternrat，Elternbeirat)の設震を要求するものがあらわれた。 しかし， この期の KPD

および教育行政機関はこの見解を否定しそれとは別の父母委員会の設置を当面の方針として

提起した。 P.Wandel (留民教育ドイツ中央管理烏長官)は r今日の学校がおかれている状況
のもとで民主主義的父母から直接援助をうけることは必要で、ある。しかしいわゆる父母協議

会を設置することについては，それをやめるように忠告しなければならない。むしろ，父母委

員会 (Elternausschus)が設置さるべきである。J(1945. 11. 5)と述べているヘ(なお父母協議

会が設置されたのは 1951年になってからである。)

それではなぜ、このような措置がとられたのであろうか。それには，当時の学校と地域社会

をめぐってのイデオロギー状況，その他の条件をみる必要がある。第1に，既述したことであ

るが当時の教師のなかには， r自治的学校J(die autonome Schule)という観念がなお多く支配
していた。それはワイマーノレ期の系譜をくむ教師に多く，父母・住民による学校批判・干与の

拒否を意図していた。反ファショ・民主主義的学校改革を緊急課題とする情勢下にあって，

校と地域住民との協働組織は，以上の如~ r自治的学校Jに十分実践的に対抗できるものであ
ること安要した。それは皮ブァッショ・民主主義的学校改革を実施しうる意思と実行力をもっ

協働組織であることを必要とした。形式的平等性，機械的代表制を前提とする組織である父母

協議会は，このような課題に応えうる組織ではなかった。 U42に，父母協議会を支持し正当イと

する理論として，父母代表は普通選挙制により選出するべきだ，とする主張があった。この主

張はある意味で当然の主張ではあるが，ブァシズムイデオロギーがし、まだ支配的であり，かっ

皮ファッショ・民主主義的学校改卒が厳しい階級対立・闘争の中心にすえられているという情

勢下にあっては，この主張はその意図とは別に，父母協議会が反改革の橋頭集になりかねない

現実に対し有効に対応で、きないものであった。特に CDU指導部の反改革分子がその内部にお

いても克服されていないこの期に (CDUの指導部に属する Hermes，Schreiberは民主的土地

改革に関するブロック声明を拒否しこれをきっかけにCDUの内部批判が高まり，彼らは執

行部から追われ，かわりに Kaiser，Lemmerがその地位についたのは 1945年 12月であった)4)，

父母協議会が CDUの意図する「文化闘争j の場になる危険性は現実的であったし， ワイマー

ノレ期の父母協議会がそうであったように父母協議会が宗派的争いの場になる可能性も強かっ

た。したがって，この期の父母代表制を民主主義一般の抽象般に解消することは避けねばなら

なかった。むしろ，父母代表組織を，反ファシズム・反帝国主義・民主主義の諸原期に立脚す

る学校改革の自覚的実践組織として組織化することが求められたのであった。プランデンフソレ

グの邦政府が，父母委員会をブロッグ政党各 1~2 人，労働者代表 1"'2 人，婦人代表および校

長で構成したのは，以上の趣旨に立つものであった。ベルリンにおいても，各学年代表父母は

反ファシストであることを条件とした5)。
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また，父母委員会のほかに，更に広範な膚を結集する組織として， "Freunde der neuen 

Schule“が設置され，これには教師・父母・民主的諸組織・行政機関・その他が参加し，学校

の民主化を推進するところの主要な協働組織となった。 1945年 11月7日に，この組織は国民

教育ドイツ中央管理局に付置され， FDGB，教員同盟，文化問盟 (Kulturbundzur demokra帽

tischen Erneuerung Deutschlands)，農民扶助相互間盟，婦人委員会，青年委員会， ドイツ中

央管理局などにより構成された。その後この組織は， 1946年夏にかけて各地に設置され，父母

委員会もこの組織の参加間体として機能した6)。経験もいまだ浅く，行政能力も不十分な新し

い行政機関のもとで，また教授能力の低い f新教師Jの比重の高い教師集団のもとで，反ファ

ッショ・民主主義的学校を創出するためには，単なる学校と父母との協働組織としての父母委

員会の設置のみでは不十分であり，より一層広範な層を結集した地域単位の協働組織が必要で

あり，それなしにはこの期の学校改革の実現は不可能であった。

1951年に歪り，父母委員会は父母協議会にかわった7)。それは，反ファッショ・民主的学

校改革が進行し， 新しい学校の社会的基礎が強化され， 父母の政治的イデオロギーも成長し，

すべての父母を反ファッショ・民主主義教育の実現に包摂しうる基礎ができ，また事態の発展

がそれを必要としている新しい段階にきたことを意味した。したがって，父母委員会および

Freunde der neuen Schuleは， より高次の民主主義を実現するための過渡期に位鷺づいた組

織形態であったといってよい。

1) Vgl. Uhlig， G.: Der Beginn der antifaschistisch-demokratischen Schulreform 1945-1946. 

Akademie Verlag， Berlin 1965， S. 155 f. 

2) Ebenda. S. 160 

3) Ebenda. S. 163. 

4) Deutsche Geschichte in Daten. VEB Deutscher Verlag der Wissenschaften， Berlin 1967， 
S.828. 

5) Vgl. Uhlig， G.: Der Beginn ... A. a. 0.， S. 163. 
6) ¥アgl.Ebenda. S. 164. 

7) Monumenta Paedagogica. Bd. VI， S. 393. 
Gesetzblatt der DDR. Jg. 1951， S. 279 f. 

4. 皮ファッシ 3 ・民主的学校改革と青年運動

既述したように， KPDはブワュッセル会議以降青年問題宏一貫して重視してきた。 1937

年 10月， ドイツ共産青年間盟中央委員会は， あらゆる党派， 宗派をこえてドイツの青年の統

一組織を形成するために，自由ドイツ青年運動を提起した。ナチス政権の敗北は，以上の KPD

の基本方針を実現し，青年運動の分裂を克服する機会をつくり出した。 SMADは，ドイツの青

年運動の統ーを実現する意閣のもとに， 1945年 6月20日，反ファッショ青年委員会(Jugend-

komittee)の設置を指令した九この指令は， r青年委員会以外のすべての青年組織，組合団体，
スポーツ関体，社会主義的ないし類似の共同組織は禁止されるJと定めている。一見非民主的

措置にみえるこの指令の意図は，あくまでもワイマール拐にみられた青年組織・運動の分裂状

況を克瓶し，反動的青年組織の可能性を奪い，反ファッショ・民主主義的青年の自己組織化を

劫成し，近い将来において青年運動の統一を実現することにおかれていた。

この指令にもとづいて， 1945年夏には各地で青年委員会が結成された。それらは居住グル

ープ，企業グループ単位で結成され，その活動は，青年の失業の克綴，技術教育"子どもな
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救え“運動・ VolkssolidaHtat運動への参加， 者IS市・農村の復興事業への参加， 青年の諸施設

(青年ホーム， グラブハウス……)の設置，政治問題についての討論，講筏，演説会，読書会の

設定その他の広範な領域にわたった。当初， KPD， SPDの偲々のメンパーのなかには， ワイ

マール期の青年組織で、ある共産青年間盟や社会主義青年同盟などの護活を意菌し，青年委員会

のもつ党派をこえた統一運動に否定的影響を与えるセクト的傾向もみられたが2)，しかし，全

体としての発展はSMADの指令をもとに， ブルジョア民主主義者や宗教青年団体，吏にはヒ

トラーユーゲントのかつてのメンパーをも加え，運動は統一にむけて大きく前進した。

1946年に入り，青年委員会の運動は統一へと前進し， 2月初日には中央青年委員会は「自

由ドイツ青年J(Freie Deutsche Jugend， FDJ)悶盟の創設を決定した3)0 3月7El SMADは

この決定を支持し， 3，4月には川、1.邦・市町村単位にFDJの同盟が結成され， 6 月 8~1O日に

FDJの最高機関である第1回Parlamentが開擢された (14歳以上の 30万人の青年を代表)。

そこでは， ドイツ青年運動の統一を実現し，更に強化するための基本綱領ともいうべき「若い

泣代の基本権Jが可決されたへ F基本権jは，政治的基本権，労働・休息への基本権，教育へ

の基本権，喜び・幸福 (Freude，Frohsinn)への基本権の4つから成り立っている。チト卜邦議会

や中央議会の創設がいまだ日程にのぼっていない段階で，青年の代表機関がこのような基本権

を決議したことは，反ファッショ・民主主義的変革における青年の地位を高めることに大きく

したといってよい。第 1の政治的基本権は，民主的国家の建設への協働の場の保障，

問題に関する行政機関を青年自身により構成すること， 18歳以上の選挙権， 21歳以上の被選

挙権の保障，企業代表の選挙への参加権の保障，などを含み，第2の労働・休息への基本権は，

14~16 歳の勤労青年の週 42 時間労働(職業学校への就学時間合含む)， 16~18 歳の週 45 時間

労働， 同一労働問一賃金， 専門労働者の迅速な養成と養成期間の短縮 (2年)， Geselleの資格

試験 (Meisterになる前の資格試験)の平期くり上げ， Lehrling (職業学校通学者)の賃金の向

上，青年保護法の制定，その他を含み，第3の教育への基本権は，奨学制度の充実による上級

学校への進学の保持，家計維持青年への特別奨学劫成，職業学校制度の充実，人民大学，

図書館の設置，などであり，第4の幸揺追求権は，劇場・音楽会・映画などの入場料のひき下

げ，青年の集団旅行の交通費の 50%引き下げ， スポーツ・文化諸施設の開放，青年の文化事

業への援劫，などである。これらは青年運動の統ーにまさにふさわしい内容であった。

FDJの創設は 4党の民主主義ブロックおよびFDGBとともに，反ファッショ・民主主

義的統一戦線が青年!替のなかに形成されたことを意味した。しかし，創立当初のFDJは工業

労働者，勤労青年，農村労働者を中心に組織されており (46年9月の開盟員 35万人のうち工業

労働者31.6%，農業青年22.6%入学生層の比重は小さく，そのことが民主的学校改革のなかで

のFDJの比重を小さいものとしていた (46年9月の問時期において 12.4%)。 たとえば， 1946 

年末のライブチヒでは8，000人のFDJメンバーのうち学生は74人にすぎず， Geraのギムナジ

ウムでは13%，Meiβ のオーベルシューレでは525人中8人といった状況で、あったへ これら

の事実は，ドイツの上級学校がし、かにファシスト体制にくみ入れられていたかを示すとともに，

上級学校における民主的学校改革の困難さを示すものである。樹立当初JのFDJは，上級学校

での運動の組織化の緩験も蓄積もなく，初歩から始めなければならなかった。さきの「若い世

代の基本権」をみても，そこには職業教育に関する要求の反映はみられるが，その他の上級学

校に関する要求はみられない。上級学校での FDJの運動の発展は 1946年以降の課題として浅

された。
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FDJの第1回 Parlamentは， このほか 14歳以下の子どもを対象として， FDJの子ども

グループ (Kindergruppe)の結成をきめた。子どもの思考からファシズム・箪盟主義の残浮を

いかに払拭するかは大きな課題であったし新しい学校の中での子どもの自主的組織の形成

は皮ファッショ民主的学校改革の課題の一部をなしていた。すでに 1945年夏に， ザグセンの

青年委員会は最初の児童組織 "Kinderland“をつくり出した (10~14 歳)。この組織は，他の地

区にも広がったが，しかしその規模は小さく， FDJの創立期においては東ドイツ地底には2，，-，4

万人の組織しか存在しなかった。それは， FDJのなかに児童組織の適切な指導者がいなかった

こと，また教師のなかにも子どもの組織の指導者が少かったからであり，この課題も次期に残

された。しかしかかる弱点を残しつつも， FDJの創設は，その後の反ファッショ・

的教育改卒の進展にとり決定的影響をもつこととなった。

1) Dokumente zur Geschichte der Freien Deutschen Jugend. Verlag Neues Leben， Berlin 1960， 
S.23. 

2) Vgl. Uhlig， G.: Der Beginn '" A. a. 0.， S. 170. 

3) 乱10numentaPaedagogica. Bd. VI， S. 203. 

Dokumente und Materialien zur Geschichte der deutschen Arbeiterbewegung. Reihe III. 

Bd. 1， S. 486 ff. 

4) Monumenta Paedagogica. Bd. VI， S. 210. 

5) Vgl. Uh1ig， G.: Der Beginn '" A. a. 0.， S. 172 f. 
6) Vgl. Ebenda， S. 174f. 

5. ドイツ学校民主化法の制定

反ファッショ・民主主義的教育改革は，それに照liI.5した法体系を必要としたことはいうま

でもない。しかしこの立法作業はナチス政権の崩壊と同時に始ったわけではなく，また，州・

郊の行政府や国民教育ドイツ中央管理局 (ZVFV)の設置とともに始ったわけでもない。 ドイツ

の分割占領は，中央政府，中央立法府の設寵を不可能としており，したがってまたドイツ全域

にわたる教育法の制定も不可能であった。また，ポツダム協定， AKR (連合国管理委員会)の

法律・命令， およびSMADの命令を最高法規とする点領軍の直接統治の下で， ドイツ人自身

による立法作業が無条件に許されるわけではなく，むしろこれら占領当局の命令を有効に実施

する執行機関の形成が中核的問題であったことはさ当然である。以上のことは，立法作業にただ

ちに着手しえなかった背景をなす要国の一部で、あるが，むしろそれ以上に，占領期の最初のこ

の時期において立法作業に集中することは，実際の改革事業の遅滞を意味したし，立法作業自

体を観念的なものとする危険性があったことに法目する必要がある。近代以降の率命的変卒期

の多くがそうであるように，東ドイツにおける戦後の社会変革も，まず古い執行権力が倒さ

れ，新しい執行権力が形成され，そのもとで、の事実としての社会変革が先行し，そこでの一定

の経験を前提として新しい法体制が形成される，とし、う歩みをとった。新しい法の制定は，そ

れに先行するところの一定の実践の蓄積とその総括を必要とした。

ベルリンセ除く東ドイツi也思における教育立法作業は， 1945年 10月に始る(ベルリンで

はすでに学技術i度の首ー開に関する暫定規則が制定されていた)010月6日， KPDはその機関紙

"Deutsche Volkszeitung“に A.Ackermannの論文「民主的学校改革jを掲載し， KPDの教

育改革の基本構想を示し公開討論に付した。 SPDもすでに中央委のもとに社会主義文化セ γ

ターを設置し 9月14日には学校改革の基本方針を出していた。アッケルマンのさきの論文は，
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このSPDの方針をふまえ書いたものであ仏両者はほとんど間ーの内容をもっていた1)0 10月

11日には，両党の合同代表者会議が学校改革問題に関して開かれ (KPDからはP.Wandel， 

SPDからは M.Kreuzigerが出席)，この会議にもとづいて両党の中央委員会名による「民主

的学校改革のための呼びかけJが作成された (10月 18日)2)0 I~呼びかけ」は次の 8 項目より

なっている。

1. ナチズム・寧ffi主主主的思考からの解放，戦濁的民3ミ主主主ならびに諸国民友好の*'8祈1による，lJIl夜，
自律的で自由で、進歩的な浴、考と行動への育成。

2. 教職員，教予言行政関係月議員からのナチス・平凶主義者のjD.汝，Li.ファシストによる Schulratな
らびに校長の補充。

3. 陶冶特権の廃止，統一学校システムの形成，青少年の全両的発達・尚L、陶冶j水準のHi掛[，能力あ
るものの上級学校への進学の保障。

4. 信仰・良心の自由の完全な保際と，学校と教会の分離。

5. 私学(普通淘治学校)の禁止。

6. 反ファッショ・民主主義勢力への教織の開放，教員交成の岐本的改革。

7. 教授プランの基本的得編成と新教科書の作成。

8. ~の進歩的ヒューマニズムと戦闘的民主主義の精神による大学制度の改革，大学教giliの再審1tと

科学的業綴をもっ反ファシスト教師の任用，すべてíl~力あるものへの大学開放。

これらの項目はすでに何度かくり返されている要求であり，その一部はすでに実現されて

いる。したがって，この l呼びかけJの趣旨はその内容にあるというよりも，これらの要求が

ドイツ史におし、てはじめて実現されつつあり， かっKPD，SPDを中心とするドイツ労働者階

級の統一的学校改革綱領として確認され，教育問題における両党の合同の基礎が形成されつつ

ある，という点にある。この「呼びかけJにもとづく両党の共開講演会，合同会議がその後あ

いついで各地で開催された(ベルリン11月4日，メクレンブ、ルク 10月29臼，ザグセン 10月

30日， ライブチヒ 11月36臼)3)。またSPD文化会議 (12月913， 1月11日)， KPD第1田，

中央文化会議 (2 月 3~5 日)により学校改革に関する両労働者党の認識は更に深められた4)。

1945 年 12 月 20~21 13の両労働者党の合問中央委員会議は， KPD， SPDの統一問題を提

起し政策上，イデオロギー上，組織上の統一準備が本格化した。それ以降，学校改革問

は，民主的土地改革，食糧危機克服のための生活擁護関争とならび，両党の統一行動の中心課

題にすえられた。 LDPDについていうと，議長W.K也lzは，さきの11月4日のKPD，SPD 

によるベルリン講演会に出席し 1946年2月の第l団代議員大会では，さきの両労働者党の

「呼びかけjと基本的に一致する決議を採択し，両労働者党と同一歩調をとった。しかし CDU

のばあいは， 逆に11月513の講演会には参加せず， むしろ向日これに対抗する示威行動を組

織した向。とはいえこれら CDU内の反改革の指導者 (Hermes，Schreber)は， 12月に指導部

から追われ， 4党のブロックを支持する執行部と交代した。アイスレーベンで12月6日間かれ

たLDPD，CDUの共向講棋会の決議は「この集会は……土地改革，学校改革などのさ当面する問
題に当り，真に民主的で、社会的であることを確証する人のみが，両党の指導部において影響力

をもつことを願う。又この人々は，労働者党の政治的識見のある指導者の信頼をうる人で、なけ

ればならない。なぜなら，そうしてのみ真に民主的な政治が，反ファッショ・民主的ブロック

にもとづいて保証されるからである」と述べている6)0 LDPD， CDU組織内の進歩的メンバ

は，珂党の指導部の反改革の動きな封じ， 4党のブロック共闘の前進を支えることに成功した。

以上の如き進展とのかかわりで，教育立法の作業は具体的に進展した。 1945年 9月2413， 
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ZVFVは内部に法案作成のための委員会の設置をきめた (9月29日発足)。 また，各州・邦政

府にも同様の委員会が設置され，その活動はZVFVに報告されることとなった。 SMADの

10月泥沼の命令(立法権限の外ト邦政府への委譲)は，この動きを助長した。 11月間{慢の州・

邦学校課長会議は， ドイツ学校民主化法の原案の作成を ZVFVの中央統一学校委員会に委任

することを合意し，各州法で異った統一学校制度を定めないことを確認した7)。連邦舗を前提

とした統治形態りなかでのこのような立法手続きは，連邦制に逆行する如くにみえるが，学校

制度の地方的分散性が教育制度のフ守ルジョア民主的変革を抑制しその桂給となっていること

を考慮するとき，以上の措置のもつ合理性は理解しうるところである。 ドイツ学校民主化法の

立法作業は，むしろ，地方的意IJ意・発意を ZVFVに集中し，それを前提として東ドイツ地区

に統一的民主的学校システムを創出しようとしたのであり， かつまたZVFVで作成された法

案にもとづいて，各邦.1''''がその地域に責任を負う形で独自の法律を制定しようとしたので、あ

る。ここにこの期の学校制度の形成における民主と集中のひとつの形態をみい出すことがで

きる。

さて立法過程でもっとも問題となったのは，統一学校システムの構成についてであった。

この問題をめぐりおよそ三類型の構想があらわれたへ

第1の構想は，伝統的な二元論的学技制度の構成であり，国民学校コースと上級学校への

進学コースとを分ける構想である。 "DasVolk“誌にのった Pamperrien(商ベルリン，右派社

会民主主義者)の論文 (Nr.74，1945)がその代表的なもので 3年制の Grundschuleの上に，

5年制の Volksschuleと6年制の Mittelschuleを別々におき， ミッテルシューレの第2学年

より多様な上級学校が更に分離する， というものである。類似の構想は， ザグセン・アンハノレ

トの政府案 (1946はじめ)， ZVFVのE.Marquardt (局次長)の案にもみられ， どちらも 4~6

学年の基礎学校の上に多様なコースをおくものである。

第2の構想、は，共通初等教育 (Grundschule)を延長し (6年)， Mittelschule (3年)をも義

務総とし，後者の中にこつのコース(理論コース，実践コース)をおき，それぞれオーベルシュ

-v，職業学校に接続させるという案である。この構想は統一学校制度への前進を意味してい

るが， ミッテルシューレになおコース制を残している点で二元論的性絡な残している。この案

には，テューリンゲン州政府案，ザクセンン邦政府案， J. Lang， C. Dolitzsch (二人ともワイ

マール期の教員連盟のメンバーで， ライブチヒ， ドレスデンの Stadtschulrat)の案が践した。

第3の構想、は， Grundschule を義務就学の全期間 (8~9 年)に広げるものである。 KPD の

案，およびFDGB案 (4年制基礎学校， 5 年常Ijミッテノレシューレ)がこれに属す。 8~9 年の基

礎学校のあとは，オーベルシューレと職業学校とにわかれ，その区分原理は職業養成の観点、か

らするというものである。

ZVFVの委員会は，これら寄せられた案を検討し， 1945年末に原案を作成したへそれは，

2年制の義務制幼稚園， 8年制基礎学校(義務制)を基本とし，その上に Berufsschule(3年制)

とAufbauschuleを別々におくというものである。これは上記第3構想に属するが，第7学年

よりコースわけをし，都市部では第7学年より Aufbauschul巴への移行が可能で、あり，その点

からするならば第2構想に近い内容をもち，結局6年制基礎学校案と 8年制基礎学校案との妥

協となっている。

1946年1月9f3，ハレでZVFV，各外1.邦の学校課の代表，およびSMADの代表による
合開会議が開かれ， さきの ZVFVの原案が審議された10)。 ここでの論点は，①基礎学校上級
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学年における能力5]IJコース，自由選択科目の設置の可否，②Abitur‘までの学年数を 12年とす

るか 13 年とするか，③職業学校義務f~1jの是非，④幼稚園義務命Jjの可否，⑤オーベノレシューレ

以上の無償制の可否，⑥授業原理の定め，などである。 審議の結果，①については， SMAD 

の反対にも拘らず第7，8学年に自由選択科目(オーベノレシューレ進学のための補習コース)が

おかれることとなり‘②については，教授プランの合理化・科学化により従来の 13年を 12年

とすることとなり(その結果オ…ベルシューレは4年制となる)， Gむについては， SMADより
疑義が提出されたが，結局3年制の義務制を採用し(オーベルシューレ進学者以外のすべて)，

④については，財政的理由でとりやめ， ⑤についても，財政的理由から一般的無償制は採用

されず，むしろ労働者・農民の子弟の焚学金・補助金の充実にその資金をふりむけることと

なった。⑥に関しては，当初案が「すべての授業は，民主的統一学校の全階梯において，一面

的に実践的であったり，一面的に理論的であったり，かつ生活に疎遠であるような青少年の態

度をさけるように，教授プランの作成や活動方法を通して，形成されなければならなしっと

なっていた。この規定にはワイマーノレ期の改再生教育学の影響がみられ，学校と生活の結合， ~里

治と実践との結合などの積極的原理が反映されている。しかし授業における体系性と科学性

の原理が欠けており， それをめぐる審議の結果 rすべての授業は，授業の科学性と体系性を
保障し国民教育ドイツヰ3央管理局の同意により裁可されたところの教授プランにしたがっ

て，授けられるものとする」となった。

大体以上の如き修正を加え， ドイツ学校民主化法案は5月なかばに完成し SED.LDPD 

の賛成を得て (CDUは統一・学校制度には賛成したが，宗教授業の問題で保留)，更にSMADの

同意を得て，公示された町。ついで各州・邦の政府は，この案をもとにそれぞれ部分的修正を

加え(といってもそれほど多くはなく，ザグセン・アンハルトでは法律としてではなく規出とし

て公布しテューリンゲンでは，基礎学校での選択科呂志::bむらないし2.fJ6学年より導入するこ

ととなった)，それぞれの地j互に施行されるドイツ学校民主化法を制定・公布した (1946 年 5~

6月)。各邦・州別の公付日は，ザクセン・アンハルト (5月22日)，メグレンブルク (5月23日)，

ザグセンおよびプランデンブルク (5月31日)， テューリンゲン (6月2B)となっており， 施

行はすべての地i玄において共通とし 6月12日となった(のちにこの日は「教師の日」とされ，

毎年記念行事がもたれるに至った)。

ドイツ学校民主化法の条文は後掲するが，その主要な特徴は以下の諸点にまとめられよう。

第1に，この法律は，教育制度の分野におけるァソレジョア民主主義本命の徹底的遂行とい

う基本課題に照応した法律であるということである。この法律により，ブソレジョア民主主義的

教育変革の基礎が形成された。(日本の戦後改革のように，労働者階級のなかにおいても当面す

る教育改革の性格規定せとト分になし得なかったのとは兵り，東ドイツ地i乏においては，当初か

らその変革課題をブ令ルジョア民主主義革命の完成においていたのであり， したがってこの法律

は，反ファッショ・民主主義ブロックに結集する民主的諸勢力の自覚的共同闘争の結果として

生まれたものである。)

第2に，この法律は反ブァシズム・反帝閤主義的社会変革の課題と不可分に関連して形成

された法律であるということである。教育目的にみられるナチズム・箪問主義イデオ口ギーか

らの青少年の解放，ならびに「諮問民の平和的，友好的共存の精神」にもとづく青少年の教育

は，ファシズムおよび戦争の根源である帝盟主義をそのイデオロギー的側面から克服するとい

う国民的自覚のもとに定められた規定である。戦後日本の教育基本法にも悶様の趣旨の定めを
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みい出すことは容易で、あるが， 決定的相違はこの目的を実現する強力な主体(反ファッショ・

民主主義ブロックの形成)が既に形成されており， 政治権力を掌捜しているという点であり，

かつ同時にそのような主体がこの教脊目的を定めたという点、である。

第3に， 第 1の性格と関連することであるが， この法律はドイツにおける 19世紀以降の

ブソレジョア民主主義革命がその課題としてきた教育改革の諸課題を歴史上はじめて立法化し

かっその実現の条件をつくり出した，ということである。学校と教会の分離，統一学校制度，

教育費無償の原則，教育内容の科学性・体系性の保障，などの諸原則は，ブルジ丑ア民主主義

革命の過程で絶えず諜題とされつつも，実現し得なかった。その課題を，この法律は，労働者

階級からフ。ルジョアジーの一部をも包摂した広範な統一戦線によって，はじめて実現しえたの

である。我々は，この法律を評価するに当って，それが国民のどの!習に依拠してっくり出され

たのかをみなければならない。

第4に，この法律はブルジョア民主主義的性格をもつものであるが， 19世記の市民社会の

教育制度が一般に色濃くもっていたところの教育の私事性原則(教育機会の実質的不平等性)

を克服し 「教育を受ける権利Jの実質的保障にむけて前進しているという点である。 ドイツ

の学校制度の伝統的特徴をなしている学校制度のこ元性ならびに都市と農村の学校格差は，法

制上解消され，労働者・農民にとっての教育機会の不均等は制度上克服された。また，職業学

校の義務制化(その結果， 義務就学期間は実質的に 11年となる)， 上級学校での財政的就学助

成の措置も I教育への権利」の実質的保障を意味しており， 日本の戦後教予言立法より社会権

的性格を強くしている。

第5に，この法律の特徴は，教育を「もっぱら閤の事務」としている点にみられる。教育

の閤家事務伎の主張は， 19世紀以降労働者会中心に要求されてきた主張でもあるし，また学校

と教会の分離という意味ではブルジョア民主主義的性絡をもっ主張でもあった。この法律で

は，教育を宗教団体の支配から排除するという意味で用いられていることは明白である。しか

しなお法文中にはないが私学が既に禁止されているという事実からするならば，この規定は

「教育の白出J(私学設置の自由)の否定としての意味をもあわせもっているといってよい。 そ

こからこの規定がう教育における国民主権原理を苔定し，戦前の尽本の教育制度の基本原則で

ある「国の事務としての教育j との共通性をみい出そうとする主張も予想される。しかし，他

方この法律は，学校の管理運営に対し教師・父母・生徒の参加を保障しているのであり，戦前

の日本はもちろん，近代公教育制度一般がもっ非民主主義的性格(国民主権原理の形式性)を

克服しているのである。学校に対する住民コント口…/レの秘度をいち早く実現したアメリカに

おいても教師の行政参加は長い間否定されてきたことを考惑するとき，この法律がもっ民主主

義的側商は注目してよい。(臼本の教育基本法のいう「直接責任」原則ならびに「不当な支配の

排除」原則がもっ抽象性を，ここではより具体的制度にまで法制化している。)

第6に，上述した教師・父母・住民の学校管理への参加権と関連することであるが，わず

か7条のこの法律には，学校管理，組織規程が具体的に定められているということである。そ

の特徴は， 校長の単独安住制(独任制管理)と学校管理の意思形成過程における協議制原則と

が不可分に統一されているという点にある。 ドイツの教員運動において最も民主的形態である

といわれてきた合議制学校管潔の原則はここでは採用されていない。広範な層(教師・父8・

生徒)を含めた協議による意思形成を前提としつつ， 学校管理の霊堂任は校長に明確に位置づけ

られている。学校組織の形成における民主集中の原則がここには反映している。
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おわりに

第1主主で明らかにしてきたファシズム独裁の打倒i後の教育改革構想は，戦後の反ブアツ

シ丑・民主主義統一戦線の結成と民主的行政機関の創出の過程で，その実現の第一歩を踏み出

した。それは，多くの弱点を持ちながら教育の分野における民主主義的変革の徹底した実現に

むけて着実な前進を示し始めた。なかんずくファシスト教師の追放とファシズム教育の粛清と

において決定的な措置を実現し得たこと，反ファッショ・民主主義ブロックによる執行権力

(教育行政機関を含めて)の確立， FDGP. FD]などの統一戦線組織の形成，学校を中心とする

教育関係者と社会との協働組織・機関の形成， などにおいて著しい前進をみせた。 KPDから

CDUまでをも含めて共通した教育改革政策を創出しえたことは， ドイツ教育史上においては

もちろん，関際的にみても積極的に評側できる点である。 ドイツ学校民主化法は，この 1年樹

の経験の総括で、あり、その後の反ファッショ・民主主義的教育改革の基盤をつくり出すことに

した。

とはいえ，以上の成果は，全体の民主的変革課題に比すればその一部を成すにとどまる。

新しい教育内容・教科書・教材の形成，新しい教育学の創造，新教師の教育力量の向上，教員

組合の強化と統一戦線組織内でのその発展，都市と農村の教育格差ならびに労働者・農民の網

冶保障の充実，統一学校制度の一層の拡充と上級学校の民主化，職業学校の充実と職業技術陶

冶の向上，学校管理・運営における民主的諸組織の協働の発展，民主主義的教育法体系の形

成， ドイツの統一と全ドイツ地E互における反ファッショ・民主的教育改革の実現，などどれひ
とつとっても今後の課題として残されている。戦後1年にして反ファッショ・民主主義的教育

改革はその緒についたばかりであるが，その後の改革を実現する基本的条件は形成されたと

いってよい。

ドイツ学校民主化法 (Gesetzzur Demokratisierung der deutschen Schule) 

-1946.6.12施行一

前文(略)

第1条 ドイツの学校の目的と任務

ドイツの民主的学校は，青少年を自主的に思考し寅任を自覚して行動する人間に教育し，

後らが人民の共同社会のために積極的に尽力する能力と用意Uあるように脊でなければなら



東ドイツにおける反ブアツシ三・民主主義的教育改革 (1945-1946) 47 

ない。学授は，文化の伝達者として，青少年をナチス的・軍国主義的見解から解放し，諸国

民の平和的・友好的共存の精神と真の民主主義の精神にもとづいて，青少年を真のヒューマ

ニズムへ訓育する任務をもっ。学校は，社会的要請にもとづきつつ，すべての青少年に対し，

財産・信仰・出所の別なく，彼らの傾向・能力にふさわしい価値ある教育 (Ausbildung)を

与えるだろう。

第2条 学校設霊堂者 (Schultr百ger)と学校形態

青少年の学校教育は，もっぱら酒家の事務である。宗教授業は宗教団体の事務である。

詳細は施行規則により定める。

公教育制度の形態は，男女平等で、有機的に組織された民主主義的学校システム，つまり

民主的統一学校である。

第3条民主的統一学校の構成

民主的統一学校は，幼稚園より大学に五るまでの全教育を包摂し，社会的必要性からく

るところの課題にしたがって系統化される。それは以下の原則によりつくられる。

a) 就学前橋梯(幼稚国)

幼稚慣は，就学前の司11育施設である。それは，子どもに十分な入学準備を与える任務を

もっ。

b) 基礎措梯(基礎学校)

入学条件をそなえているばあい，学年度開始の 3カ月前に6滋に達しているすべての子

どもは基礎学校 (Grundschule)にすすむ。

基礎学校は義務的である。それは8学年制で， ドイツ語，歴史，郷土科，地理，生物，

物理，化学，数学，外聞語，芸術・工作，音楽，体育などが教授される。第6学年より，全

生徒に近代外国語の授業が開始される。

第7，8学年度では，とくに第2外国語，数学，自然科学の科目において，補習コースが

される。

農村の子どもに都市の子どもと荷様の階冶可能性な与えるため，単級学校ではない学校

が設置され，ならびに中央学校 (Zentralschule)，寄宿舎が設置される。

c) 上級階禅

基礎学校修了後，体系的継続陶冶が，職業学校および専門学校で，又オーベノレシュ…レ

において，吏には他の陶冶諸施設(夜間学校，人民大学の講習会その他)で行われる。

職業学校は3年とし，基礎学校を修了し他の学校に進学しないところのすべての 14歳

から 18歳までの青年に義務的である。

職業学校は基礎学校の上に設置され，労働過程にある青年に職業理論の養成と並行して

普通陶冶を広げる機会を与える。

専門学校は，職業学校の授業を体系的に継続する。そこでは就学者は，職業に必要な専

門の養成と波行して，オーベルシューレで授けられるものと同様の鞠冶を獲得する。専門学

校の優秀な修了者は大学へ進学で、きる。

オーベルシューレは4年制とする。それは，大学への進学を可能にする知識を授け，能

力を発展させる。

オーベルシューレにおし、ては，全生徒に必修の中核授業 (Kernun terricht)と並行して，

経済的・文化的生活や大学に適した継続陶冶の必要性にもとづいて，コース制がとられる。
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コースは，基礎学校の第7学年より始る分化を体系的におしすすめる。

陶冶諸施設(夜開学校や人民大学の特別コースその他)の広い網を通して，人民のすべ

ての階!曹の所属者に職業活動を中断することなし大学での学習に必要となる知識を獲得す

る機会が与えられねばならない。

d) 大学

これについては，特別法で定められる。

第4条 すべての授業は，全措梯において教授プラン (Lehrplane)により行われる。それは，

授業の体系性，科学性を保証するものであり， ソヴェト地区の関民教育ドイツ管理局により

認可される。

第5条授業料，教育補助金

基礎学校ならびに職業学校の授業は，無償とする。資力のない裁の子弟に対して，オー

ベルシューレ，大学での陶冶は，授業料免除，奨学金，補助金その他の措置で可能とされる。

第6条学校行政，学校監督

a) すべての穏類の学校および教育諸施設(幼稚園，保育顕， 1言・ろう・身体障害・就学問

難児叢の特殊学校)の管理，監督は， ソヴ且ト占領地区の国民教育ドイツ管理局の方針に

したがって，ナi'Iの長に (Prasident)より行使される。

b) 外!のま交の委任と指示にもとづいて，君~ (Kreis)ないし市 (kreisfreieStadt)の閤民教育

庁 (Volksbildungsamt)は，学校制度の管理・監替を行う。その地症の大学きと除くすべて

の教育施設は，国民教育庁の所管とし大学は州、!の国民教育課の夜轄とする。

c) 個別学校の責任は，校長に負わせられる。校長は，州の長により任命される。

教員会議 (Lehrerkonferenz)は，校長の諮問機関 (beratendesOrgan)である。それは，

内的外的学校事頃のすべての本質的決定に|探して聴取されるものとする。

d) 統一学校の新設年度においては，民主的諸政党，組織の代表は，学校当局(Schulbehorde)

を支援するため，最大の範聞でひき入れられねばならない。

e) 学校と父母との結合を劫長するため，個々の学校に父母委員会 (Ausschussder Eltern) 

が設置され，すべての重要問題についての協議により学校管理を援助する。

f) 学校生活の形成に対する生徒の参加に関する最終規則が定められるまでは，民主的青少

年組織の代表に対しては，父母委員会と共同して協議を通して学校生活に協働する機会が

与えられる。

第7条 教員養成は，この法の燦則的要請に応じて新しく規制される。それに関する特別法が

定められる。


